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ソリューションをご提供いたします。当社の製品の詳細については以下のHPをご覧ください。www.bitzer.jp

 産業用、冷蔵冷凍空調用圧縮機 
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 自然冷媒ユニット開発製造
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千葉大学植物工場見学会報告
―工業会主催第２回施設見学会を開催

　10 月 16 日、工業会の主催で施設見学会を行いま
した。昨年に引き続き２回目となる今回は、千葉大
学柏の葉キャンパス内にある「植物工場」。太陽光
型や人工光型の植物工場などの施設で、実際にトマ
トやレタスの生産もしています。見学会について、
技術部 田宮の報告です。

はじめに

　2014 年 10 月 16 日（木）、工業会主催の施設見学会と
して千葉大学柏の葉キャンパス内にある「植物工場」の
見学会を実施したので、誌上にて報告する。
　30 人が参加し、古在豊樹先生（千葉大学名誉教授、
現在は特定非営利活動法人植物工場研究会理事長で長年
植物工場の研究・普及活動に取り組んでこられた）に講
義と施設のご案内をいただいた。

１．講義内容

(1)	 植物工場の現況
　植物工場とは、施設内で植物の生育環境（光、温度、
湿度、CO2 濃度、養水分など）を制御して栽培を行う
施設である。 環境および生育のモニタリングを通じて、
高度な環境制御と生育予測を行うことにより、 野菜など
のきわめて高い生産性実現と周年・計画生産が可能とな
るという特徴がある。最近では大手企業が自社の保有す
る商品群、中核技術、遊休設備を利用して参入する例も
広くみられるようになってきている。
　世界中で植物工場が最も盛んに行われているのがオラ
ンダであり、100ha を超える広大な敷地で大規模な太陽
光型植物工場を運営している。養液栽培・CO2 施用・コ
ンピューター制御を用いたトマトの収量では 750 ～ 850
トン／ ha 年※ 1 を達成している。
　ここ千葉大学では柏の葉キャンパス内に合計床面積
１万 3,350m2 の建屋があり、太陽光型５棟、人工光型２
棟の植物工場のほか、研修施設、育苗施設、選果・出荷

施設、廃棄物処理施設が点在している。実際にトマト・
レタスの生育を運営する７つの「コンソーシアム」が設
置され、それぞれ独自の多彩な方法で「生産性の増大・
コストの低減」を実践している。また、コンソーシアムに
は幅広い業種から参加企業があり、約 60 社に及んでいる。
※１	 日本の農林水産省の 2012 年農林水産統計ではトマト

の年間収量は 60 トン／ ha 年

　
(2)	 太陽光型の植物工場
　生産性の増大・コストの低減を実践するためには植物
の生育環境をいかに制御するかが重要な課題になる。具
体的に太陽光型の植物工場では表１のような課題があ
り、解決の方向性としては高い効果を上げることはもち
ろん、そのコストにも細心の注意が払われている。

表１　環境制御の課題とその解決法

　夏季昼間の温度上昇対策として、微細な水滴を噴霧す
る細霧冷房を実施しているが、従来の間欠噴霧では温度・
相対湿度が大きく変動し、植物に悪い影響を与える恐れ
があった。千葉大学では噴霧量をコントロールして比例
制御を行うことにより温度と湿度（水蒸気飽差）を一定

解決すべき課題 解決への方向性
夏季昼間の高室温 噴霧量連続可変の細霧冷房
夏季昼間の低 CO2 濃度 窓閉時のゼロ濃度差 CO2 施用法
夏季夜間の高室温 ヒートポンプによる夜間冷房
昼間の低湿度 細霧噴霧量連続可変の加湿
夜間・雨天時などの高湿度 ヒートポンプによる除湿
石油系燃料の高騰（1） ヒートポンプによる暖房・冷房・

除湿
石油系燃料の高騰（2） 木質バイオマスなどの地域資源利用
良質苗のための環境制御 人工光閉鎖型苗生産システムの利

用
養液栽培の利点が未開拓 養液の新制御法による高品質・高

収量・省資源・環境保全
計測制御情報の未利用 ICT による分散情報の知能的統合

化
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に保つ方式を開発・採用している。夏季夜間の高室温対
策や暖房時の石油系燃料高騰の対策としては、ヒートポ
ンプによる冷房・暖房を取り入れることによりエネルギー
コストの低減を行っている。また、光合成速度に影響す
る建屋内の CO2 濃度のコントロールも重要な課題である
が、高精度な計測により施用 CO2 の供給量を最適に制御
して、施用 CO2 利用効率の極大化を達成している。

(3)	 人工光型の植物工場
　人工光型植物工場に関して解決すべき課題としては表
２がある。しかし、ご説明いただいた古在先生によると

「２～３年以内に 30% 程度の電力料金節減が可能」との
ことで、今後さらなる生産性の向上が期待できる。また、
閉鎖型人工光型の植物工場は工学的アプローチによる生
産性向上が大きいとされており、日本企業の得意分野で
もあることから、参入企業の増加が見込まれている。

表２　人工光型植物工場に関して解決すべき課題

２．施設見学

(1)	 閉鎖型人工光型の植物工場
　まず、最初に訪問したのが閉鎖型人工光型の植物工場
であった。写真１のようにアーチ型の発泡ポリスチレン
製の頑丈な建屋の中に、色とりどりの LED に照らされ
たリーフレタスが８段の棚の中で栽培されている。頑丈
な建屋は、断熱・気密を確保するためであり、積雪など
の悪条件にも耐えることができる。
　葉物の場合、葉の表面からの蒸散量は非常に大きいが、
空調によるドレン排水としてそのほとんどが回収可能で
あるため、補給水量は極めて小さい。さらに外部からの
補給水も、ドレン水も再浄化する設備があるので非常に
清浄な作物となる。古在先生によると「ここのレタスを

水道水で洗うと汚れる」とのことで、参加者一同改めて
驚いた。色とりどりの LED で照らされた空間は不思議
で近未来的な SF 映画のような魅力があった。（写真で
お見せできないのは残念）

写真１　閉鎖型人工光型植物工場の建屋

写真２　トマト育苗棚での生育状況

(2)	 トマトの育苗施設
　次にトマトの育苗施設を見学した。同じく閉鎖人工光
の環境で育てた苗を太陽光型の植物工場で育てていると
のことであった。写真２は育苗棚での生育状況、写真３

歩留まり向上（播種、育苗、栽培、調整、出荷）
LED を利用した革新的な照明法
節電技術
植物成長、物質・エネルギーの流れの見える化
生産計画、生産管理の合理化
急速成長に伴う生理病の克服
養液の微生物管理・衛生管理
高付加価値の付与
生産者－流通－マーケティング－市民
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は施用 CO2 の制御装置を示す。選果場では収穫したト
マトが袋詰めされ、大学内の売店で販売されている。品
質が良いので売れ行きは上々と聞いた。

写真３　施用 CO2 の制御装置

写真４　太陽光型トマト栽培の一例

(3)	 太陽光型の植物工場
　太陽光型の植物工場ではトマトがいろいろな手法で栽
培されていた（写真４）。
　太陽光型の栽培では虫の侵入が大敵とのことで、人の
出入りが最も大きな障害の要因となりうるため、細心の
注意を払っている

３．所感

　ご案内をいただいた古在先生（写真５）は。深い学識
はもちろんだがわれわれ素人の質問に対してもユーモア
のある受け答えで、参加者一同興味深く見学することが
でき、非常に有意義な見学会であった。あらためて古在
先生に深謝する。

写真５　見学風景（右端が古在先生）

おまけ：大学内の売店で売っているトマト

（報告；技術部　田宮　篤）



法規メモ

業務用冷蔵庫等のトップランナー制度の紹介
―2013 年（平成 25年）３月１日に「省エネ法」が改正され、
　業務用冷蔵庫等がトップランナー制度に追加されました。

１．トップランナー制度

■制度導入の背景
　1979 年、「エネルギーの使用の合理化に関する法律（以
下、省エネ法）」が制定され、1999 年の改正により、エ
ネルギー消費効率の向上と普及促進を目的として「トッ
プランナー制度」が導入されました。

 
■トップランナー制度について
	●	省エネ法の中の、機械器具に関わる措置のことで、製

造事業者等に省エネ型の製品を製造するよう基準値を
設け、その基準値をクリアするように課すものです。 

	●	業務用冷蔵庫等においても、現在商品化されている商
品のうちエネルギー効率が最も優れているもの（トップ
ランナー）の性能などを勘案して基準値が定められ、エ
ネルギー消費効率のさらなる改善の推進が求められます。

２．業務用冷蔵庫等とは

　業務用の冷蔵庫および冷凍庫（以下、「業務用冷蔵庫
等」と言う。）は、飲食業、ホテル、給食施設などの厨
房施設で使用されている。厨房の設置スペースの制約に
対応するために、多くの種類がある。
　このほか、業務用途に最適なものとするため、汎用的
な製品をベースに改造を施しているものもある。
　家庭用冷蔵庫等との違いは、大きさ、容積が大きいだ
けでなく、扉の開閉が非常に多いこと、燃焼機器の併用
に伴い周囲温度が高くなる状況においても十分な冷却能
力を有する仕様となっていることである。（家庭用冷蔵
庫等では内容積が最大 550L 程度であるのに対して、業
務用冷蔵庫等では約 2,000L まである）。また冷蔵、冷
凍の用途によって庫内温度仕様が大別される。一般的に
冷蔵庫で－６℃程度、冷凍庫で－ 20 ℃程度となってい
る。冷凍冷蔵庫は、仕切りを設けた一つの筐体に二つ以
上の庫内温度の設定可能な製品である。　

３．対象機器

　日本工業規格（JIS 規格）に規定される業務用の電気
冷蔵庫および電気冷凍庫が対象となります。
	●	縦型タイプ
	●	横型タイプ
	●	チェストフリーザー（冷凍庫のみ）
	●	冷凍ストッカー（冷凍庫のみ）

４．適用範囲から除外するもの

①貯蔵室部分の高さが 650mm 以下の横型、水冷式、
両面扉を有するもの、縦型フリーザー、冷気自然対
流方式、スライドレール式引き出しを有するもの。

②貯蔵室部分の高さが 2,050mm 以上の縦型、牛乳の
保冷専用、電磁調理器付きの横型、改造品、特注品
のものは、適用範囲から除外とする。

５．製造事業者等の判断の基準となるべき事項等

(1)	 目標年度
　業務用冷蔵庫等の目標年度は、2016 年度（平成 28 年度）
となっています。

(2)	 目標基準値
　各製造事業者等が目標年度に国内向けに出荷する業務
用冷蔵庫等について、(3) により測定した年間消費電力量

（kWh ／年）を表１の区分ごとに事業者ごとの出荷台数で
加重平均した値が目標基準値を上回らないようにすること。　

(3)	 エネルギー消費効率の測定方法
　業務用冷蔵庫等のエネルギー消費効率は、年間消費
電力量（kWh ／年）とし、測定方法については JIS B 
8630「業務用の電気冷蔵庫及び電気冷凍庫－特性及び
試験方法」に規定する方法により測定した年間消費電力

冷凍と空調　2014 / 10・11 7

１　２　３　４　５



法規メモ １　２　３　４　５

量とする。
　ただし、除霜排水強制蒸発機能、強制排熱付加機能お
よび加熱保温機能などの付加機能については、付加機能
のない標準製品の性能により測定することができる。

(4)	 表示事項等
①表示事項

　表示事項は次のとおりとする。
イ）品名および形名
ロ）区分名

ハ）定格内容積（L）
ニ）奥行寸法（mm）
ホ）冷蔵室の観音扉にセンターピラーを設けていな

い箇所数
へ）冷凍室の観音扉にセンターピラーを設けていな

い箇所数
ト）(2) に規定する多扉のものにあってはその旨
チ）年間消費電力量（kWh ／年）
リ）製造事業者等の氏名または名称

②遵守事項
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表１　業務用冷蔵庫および業務用冷凍冷蔵庫の基準エネルギー消費効率

区分名 冷蔵庫の種類 形状 インバーター機
制御動力源 基準エネルギー消費効率の算定式

１Ａ 冷蔵庫 縦型 有 E ＝ 0.345V1 ＋ 86nR ＋ 64dR ＋ 315
１Ｂ 無 E ＝ 0.766V1 ＋ 86nR ＋ 64dR ＋ 106
１Ｃ 横型 － E ＝ 1.12V1 ＋ 70nR ＋ 34dR ＋ 237
２Ｂ 冷凍冷蔵庫 縦型 － E ＝ 0.872V1 ＋ 86nR ＋ 64dR ＋ 186nF ＋ 295dF － 113
２Ａ 横型 － E ＝ 2.43V1 ＋ 70nR ＋ 34dR ＋ 157nF ＋ 157dF － 183

備考１「縦型」とは、JIS B 8630 で規定するもの、外形寸法に基づく高さ（以下、「外形高さ寸法」という。）が 1,000mm 超の機器であって前開
き形のものをいう。以下同じ。

２「横型」とは、外形高さ寸法が、1,000mm 以下の機器であって前開き形のものをいう。以下同じ。
３ E は基準エネルギー消費効率（単位　kWh ／年）の数値を表すものとする。以下同じ。
４ V1 は調整内容積であって、次により算出し、小数点以下を四捨五入した数値とする。

区分名「１Ａ」、「１Ｂ」V1 ＝ 800 ／ d × VR

区分名「１Ｃ」V1 ＝ 600 ／ d × VR

区分名「２Ａ」V1 ＝ 800 ／ d ×（VR ＋ 2.48VF）＋ 887
区分名「２Ｂ」V1 ＝ 600 ／ d ×（VR ＋ 3.74VF）＋ 336
ただし、上記の算定式の結果、調整内容積が区分ごとに応じて、次表に掲げる下限値以下の値となるものにあっては、調整内容積は下限値
を用いるものとする。

区分名 下限値
１Ａ 500
１Ｂ 500
１Ｃ 75
２Ａ 1,930
２Ｂ 750

５ d は JIS B 8630 に規定する外形寸法に基づく奥行き（単位ミリメートル）をいう。以下同じ。
６ VR は冷蔵室の定格内容積（単位 L）をいう。以下同じ。
７ VF は冷凍室の定格内容積（単位 L）をいう。以下同じ。
８ nR：冷蔵室の観音扉にセンターピラーを設けていない箇所数をいう。
９ nF：冷凍室の観音扉にセンターピラーを設けていない箇所数をいう。
10 dR は冷蔵室が多扉（JIS B 8630 で規定する外形幅寸法（Ｗ：単位　mm）に応じて、次表の標準扉枚数以上のものをいう。以下同じ。）の

ものにあっては dR ＝１とし、その他のものにあっては dR ＝０とする。
形状 外形幅寸法 標準扉枚数
縦型 825mm 以下 2

825mm 超  1,650mm 以下 4
1,650mm 超 6

横型 1,050mm 以下 1
1,050mm 超  1,650mm 以下 2
1,650mm 超 3

11 dF は、冷凍室が多扉のものにあっては dF ＝１とし、その他のものにあっては dF ＝０とする。以下同じ
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イ）エネルギー消費効率は、kWh ／年単位の年間消
費電力量を整数により表示すること。この場
合において、消費電力量および許容値は JIS B 
8630「業務用の電気冷蔵庫及び電気冷凍庫―特
性及び試験方法」に規定によるものとする。

ロ）①に掲げる表示事項の表示は、本体の見やすい
箇所に表示する。その際は、本体に直接記載、
または容易に離脱しないよう固定した金属、合
成樹脂などのラベルに記載して行うこと。また
表示は容易に消えない方法により行うこと。

ハ）付加機能を有する機器であって、測定に際して、
付加機能のない標準品により測定した機器につ
いては、その旨を記載するとともに、実際の使
用時の消費電力量が増加する旨を記載すること。

６．省エネルギーに向けた提言

(1)	 製造事業者等の取り組み
①業務用冷蔵庫等の省エネルギー化のための技術開発

を促進し、エネルギー消費効率の優れた製品の開発
に努めること。

②エネルギー消費効率の優れた業務用冷蔵庫等の普及
を図る観点から、新たに対象となった機器のカタロ
グなどに記載するなど、使用者がエネルギー消費効
率の優れた業務用冷蔵庫等を選択するよう適切な情

報の提供に努めること。
③エネルギー消費効率の測定方法にあった省エネル

ギー技術開発に努めるだけでなく、使用者の使用実
態にあった省エネ技術開発に努めること。

	●	パンフレット；「業務用冷蔵庫等がトップランナー制
度の対象に追加されました」

　http://www.jraia.or.jp/product/com_refrige/u_toprunner.html
よりダウンロードできます。

	●	業務用冷機応用製品委員会／冷機応用製品技術専門委
員会
	 ●	オリオン機械株式会社

	 http：//www.orionkikai.co.jp/
	 ●	サンデン株式会社

	 http://www.sanden.co.jp/
	 ●	パナソニック株式会社

	 http://panasonic.co.jp/es/pesces/
	 ●	福島工業株式会社

	 http://www.fukusima.co.jp/
	 ●	株式会社フジマック

	 http://www.fujimak.co.jp/
	 ●	ホシザキ電機株式会社

	 http://www.hoshizaki.co.jp/

表２　業務用冷凍庫の基準エネルギー消費効率

区分名 形状 基準エネルギー消費効率の算定式
３Ａ 縦型 E ＝ 1.96V2 ＋ 186nF ＋ 295dF ＋ 788
３Ｂ 横型 E ＝ 4.12V2 ＋ 157nF ＋ 157dF ＋ 349
４Ａ チェストフリーザー E ＝ 1.16V2 ＋ 211
４Ｂ 冷凍ストッカー E ＝ 1.39V2 ＋ 359

備考１「チェストフリーザー」とは、上開き形であって、上方に引上げる形式の扉をもつもの。
２「冷凍ストッカー」とは、上開き形であって、左右にスライドする形式の扉をもつもの。
３ E は基準エネルギー消費効率（単位　kWh ／年）の数値を表すものとする。
４ V2 は調整内容積であって、次により算出し、小数点以下を四捨五入した数値とする。

区分名「３Ａ」V2 ＝ 800 ／ d × VF

区分名「３Ｂ」V2 ＝ 600 ／ d × VF

区分名「４Ａ」「４Ｂ」V2 ＝ VF

ただし、上記の算定式の結果、調整内容積が区分ごとに応じて、次表に掲げる下限値以下の値となるものにあっては、調整内容積は下限
値を用いるものとする。

区分名 下限値
３Ａ 500
３Ｂ 75
４Ａ 250
４Ｂ 50



　８月 29 日、第６回経済産業省・産業構造審議会・
製造産業分科会化学物質政策小委員会・フロン類等対
策ワーキンググループ／環境省・中央環境審議会・地
球環境部会・フロン類等対策小委員会の合同会議が開
催され、「フロン排出抑制法における指定製品の対象と
指定製品製造業者等の判断の基準について 中間とり
まとめ」が示されました。概要を簡単に紹介します。

１．指定製品の対象となる製品

　「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法
律（フロン排出抑制法）」に定める指定製品（以下、指定製品）
の対象となる製品は、以下の要件を満たす必要がある。

①製品の市中ストック量と当該製品あたりのフロン
類使用量を掛け合わせた値（製品ごとの国内市中ス
トックにおける総フロン類使用量）が CO2 換算で
５万トン程度あること。

②製品の現状（直近年度）における国内出荷量と当該
製品あたりのフロン類使用量を掛け合わせた値（製
品ごとの直近年度の国内出荷における総フロン類使
用量）が CO2 換算で１万トン程度あること。

③①②の製品中に相当量のフロン類が使用されている
こと。

④技術的に低 GWP 化・ノンフロ
ン化を行うことが可能であり、新
規出荷される製品に使用される
フロン類の低 GWP 化・ノンフロ
ン化の推進を行う余地があること。

　この要件を満たし、今回指定製品
となったものは、以下のとおり。
	●	家庭用エアコンディショナー（床

置形、マルチタイプなどを除く。）
	●	店舗・オフィス用エアコンディ

ショナー（床置形、法定冷凍能力

法規メモ

家庭用エアコン、2018 年度に GWP750
―フロン排出抑制法における指定製品の対象と指定製品 

製造事業者等の判断の基準について「中間取りまとめ」

が３冷凍トン以上のものなどを除く。）
	●	自動車用エアコンディショナー（道路運送車両法施行

規則別表第１に掲げる普通自動車、小型自動車および
軽自動車（乗用自動車に限り、乗車定員が 11 人以上
のものを除く。）に搭載されるものに限る。）

	●	コンデンシングユニットおよび定置式冷凍冷蔵ユニッ
ト（蒸発器の蒸発温度の下限値が－ 45 ℃未満のもの
および圧縮機の定格出力が 1.5kW以下のものを除く。）

	●	中央方式冷凍冷蔵機器（冷凍冷蔵の用に供するため
の間接膨張式の冷凍機であって、蒸発器出口における
水、ブラインその他熱媒体（CO2 など）の温度の下限
値が－ 10 ℃未満のもののうち、有効容積が５万立方
メートル以上の冷凍冷蔵倉庫の新築、改築または増築
に伴って当該倉庫向けに出荷されるものに限る。）

	○	硬質ウレタンフォームを用いた断熱材（現場発泡用のう
ちもっぱら住宅用建築材料として用いるものに限る。）

	○	もっぱら噴射剤のみを充てんした噴霧器（ただし、もっ
ぱら真に不燃性を要する用途に供するためのものを除く。）

※●：冷凍空調機器

　○：冷凍空調機器以外の製品

２．目標値および目標年度

　特定製品の目標値および目標年度は表 1 のとおり。　
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表１　特定製品の目標値および目標年度

区分
環境影響度（GWP

値）の目標値
目標年度

家庭用エアコンディショナー 750 2018
店舗・オフィス用エアコンディショナー 750 2020
自動車用エアコンディショナー 150 2023
コンデンシングユニットおよび定置式冷凍冷蔵ユニット 1500 2025
中央方式冷凍冷蔵機器 100 2019
硬質ウレタンフォームを用いた断熱材 100 2020
もっぱら噴射剤のみを充てんした噴霧器 10 2019



３．改正法の施行に向けた今後の取り組み

(1)	 改正法説明会の開催
　今回の法改正は、改正事項が多岐にわたることから、
新たに法規制の対象となる事業者を中心に幅広い関係者
を対象に説明会を実施する。

 フロン排出抑制法説明会の案内が一般財団法人 日本
冷媒・環境保全機構（JRECO）、一般社団法人 日本冷
凍空調設備工業連合会（日設連）から出されている。改
正法の理解のためにご活用いただきたい。
JRECO	：	 http://www.jreco.or.jp/
日設連	：	 http://www.jarac.or.jp/

(2)	  パンフレット、運用の手引きなどの作成
　運用の手引きなどを年度内に作成する予定。
	●	改正法のパンフレット
	●	第一種特定製品の管理者、第一種フロン類充てん回収

業者、第一種フロン類再生業者およびフロン類破壊業
者に係る改正法の運用の手引き ほか

(3)	 ノンフロン・低 GWP 化の促進（平成 26 年度事業）
	●	技術開発・実証事業を実施（経済産業省）
	●	改正法普及に関する説明会などを実施（経済産業省）
	●	省エネ型ノンフロン機器の導入補助事業を実施（環境

省）
	●	省エネ型ノンフロン機器促進のための普及啓発事業を

実施（環境省）

４．今後のスケジュール

秋頃～：改正法の関係政省令・告示を順次公布（予定）
　　　　改正法に関する各種説明会を順次開催
年度内：運用の手引きなどの公表
2015 年４月１日：改正法全面施行（予定）
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GWP値

HFC143a：4,470（冷媒）
HFC404A：3,922（冷媒）
※R125、R134a、R143aの混合

HFC410A：2,088（冷媒）
※R32、R125の混合
HCFC22：1,810（冷媒）
HFC134a：1,430（冷媒、噴射剤）

HFC245fa：1,030（発砲剤）

HFC365mfc：794（発泡剤）
HFC32：675（冷媒）

HFC152a：124（噴射剤）

1000

100

当

　面

　の

　転

　換

不燃のものが多い

燃焼性をもつものが多い

フロン類製造業者等が
フロン類の代替候補として
さまざまな物質について
研究開発中

HFO系混合剤等

フロン類製造業者等が
フロン類の代替候補として
さまざまな物質について
研究開発中

HFO系等

HFO1233zd：＜5（冷媒、発泡剤）

HFO1234ze：＜1（冷媒）
HFO1234yf：＜1（冷媒）

炭化水素等

ブタン：15（冷媒）
シクロベンタン：11（断熱材）
イソブタン：4（冷媒）
プロパン：3（冷媒）
アンモニア：1桁（冷媒）
CO2：1（冷媒、断熱材、噴射剤など）

○現状、わが国において大量に使用されているフ
ロン類は、全てGWP値が100を超えており、こうし
たフロン類の使用を抑制していうことが重要。
○他方、GWP値が100未満の範囲でも、今後、エネ
ルギー起源CO2削減につながる省エネ性向上に
資する物質や、より安全に使用できる物質が開
発される可能性もあるため、こうした開発の余地
を残すことが重要
○なお、噴射剤としてフロン類を使用するダストブ
ロワーは、充てんしたフロン類をそのまま大気中
に放出することを前提とした製品であり、また、省
エネ性などの性能向上余地も極めて限定的にあ
るため、GWP＝10以下を基準とすることが適当。

現在使用されている主なフロン類

転換

転換

GWPが 1,000 以上のもの
GWPが 100 以上 1,000 未満のもの
GWPが 100 未満のもの

GWPが 1,000 以上のもの
GWPが 100 以上 1,000 未満のもの
GWPが 100 未満のもの

HFO系混合剤等

HFO系等

炭化水素等

図１　フロン類使用製品が最終的に目指すべきGWP値について
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株式会社前川製作所
「空気冷凍システムの開発・実用化」で
経済産業大臣賞を受賞
―第 17回オゾン層保護・地球温暖化防止大賞

　日刊工業新聞社主催による「第 17 回オゾン層保護・
地球温暖化防止大賞」で、工業会会員の株式会社前川製
作所が「空気冷凍システムの開発・実用化」で、「経済
産業大臣賞」を受賞した。
　オゾン層保護・地球温暖化防止大賞は、オゾン層保護
対策と地球温暖化防止対策の一層の促進を目的として日
刊工業新聞社が毎年実施している表彰制度である。対象
となるのは

（1）オゾン層の破壊を防ぐ
（2）地球温暖化を抑制
に関する技術・システムおよび取り組み（ただし、地球
温暖化に関しては、二酸化炭素排出削減を除くなどいく
つかの除外分野あり）で、具体的には 

①これら物質の削減に資する技術開発（代替物質開発、
不使用工程開発、使用量の削減など） 

②これら物質の削減に資するシステム整備（回収・処
理（破壊など）システム整備、工場内の脱フロン化など） 

③オゾン層保護または地球温暖化防止の推進のための普
及啓発やこれらに寄与する取り組み（普及啓発活動など） 

④発展途上国でのこれら物質の削減対策への協力、支

援（技術協力、普及活動など） 
⑤オゾン層保護または地球温暖化防止に関する調査・

研究の進展（排出量予測、影響評価など） 
となっている。 
※オゾン層破壊物質には、CFCs（クロロフルオロカーボ

ン類）、HCFCs（ハイドロクロロフルオロカーボン類）、

ハロン、臭化メチル、四塩化炭素などを含む。 

※温室効果ガスは、二酸化炭素を除く代替フロン等４ガス（HFC（ハ

イドロフルオロカーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）、SF6（六

フッ化硫黄）、NF3（三フッ化窒素））、CH4（メタン）、N2O（一酸化

二窒素）を対象とし CH4、N2O については工業製品や工業プロセ

スに由来するものに限定し、家畜の生産性向上や廃棄物による発

電、施肥方法の改善、食物廃棄物リサイクルなどは対象外とする。

　９月９日に受賞式が行われ、専務取締役川村邦明氏が
出席、経済産業大臣政務官から経済産業大臣賞が授与さ
れた。また、アサダ株式会社が「高性能フロン回収再生
装置の開発」で「優秀賞」を受賞した。
　受賞内容について、株式会社前川製作所より寄稿いた
だいたので、紹介する。

　当社は、日刊工業新聞社主催／経済産業省・環境省後
援「第 17 回オゾン層保護・地球温暖化防止大賞」にお
いて「空気冷凍システムの開発・実用化」で「経済産業
大臣賞」を受賞しました。当社としては３回目（第４回

経済産業大臣賞「ODP ゼロ、GWP ゼロの自然冷媒アン
モニア冷凍機を開発」、第 14 回優秀賞「産業用・業務用
空気熱源エコキュートの開発」）の受賞であり、常日頃オ
ゾン層保護・地球温暖化防止に貢献できる商品の積極的

空気冷凍システムの開発・実用化
『PascalAir（パスカルエア）』

株式会社前川製作所
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な開発、普及促進を行ってきた成果と考えています。
　ここでは、このたび「経済産業大臣賞」を受賞した「空
気冷凍システムの開発・実用化」（『パスカルエア』）を
紹介します。

１．2020 年 HCFC22 全廃に向けた開発

　当社はオゾン層保護・地球温暖化防止の取り組みとし
て、冷凍システムに使用する冷媒に炭化水素系ガス（HC
系）、二酸化炭素（CO2）、アンモニア（NH3）、水（H2O）
および空気（Air）といった５つの自然由来の冷媒を自然
冷媒：ナチュラルファイブ（NATURAL FIVE）として
採用。商品化、普及促進をする活動を行っています（図１）。

図１　あらゆる用途に最適なノンフロン冷媒

　それらの中でも空気は究極の自然冷媒であり、利用で
きれば本当の意味でオゾン層保護や地球温暖化対策の観
点から環境への影響のない冷凍システムが構築されるこ
とになります。
　『パスカルエア』は最初にマグロ冷蔵倉庫への普及を
目指しました。すなわち超低温冷蔵倉庫といわれるもの
です。
　従来の超低温冷蔵倉庫の冷凍システムは冷媒にモント
リオール議定書で規制対象となっているオゾン層を破壊
する塩素を含む特定フロン：HCFC22 を用いた二段圧縮
冷凍サイクルまたは HCFC22 とオゾン層は破壊しないが
地球温暖化係数 GWP は極めて高い温室効果ガス HFC23

（GWP=11,700）の二元冷凍システムでした。どちらも近
い将来使用できなくなる特定冷媒となるため代替次世代
冷媒の冷凍システムの開発、市場導入が急務でした。

　空気による冷凍システムはその原理は古くから知られ
ています。当社は 1995 年よりその開発に着手、超低温
冷蔵倉庫用として 2003 年度から２年間「NEDO ／エネ
ルギー使用合理化技術戦略的開発事業」で冷凍システム
の基礎となる開発を実施しました。2006 年度からの２
年間はマグロ冷蔵倉庫（静岡県焼津市商用冷蔵倉庫）に
てフィールド試験を実施、商品化に至り、2008 年度よ
り販売を開始しました。

写真１　『パスカルエア』外観（機械室内）

２．空気冷凍システムの特徴

(1)	 究極の自然冷媒である「空気」を使用するため地球
環境負荷がゼロです。

(2)	 従来システム（HCFC22/HFC23 二元冷凍システム）
に比べ、最大 40% の省エネルギー、CO2 排出量削減（庫
内温度－ 60℃時）の達成が可能です（表１）。

(3)	 庫内温度をより低温とした場合の効率の低下が少な
く、空気循環量が従来システムの 1/10 以下のため、

HC
炭化水素系

CO2
二酸化炭素

NH3
アンモニア

H2O
水

Air
空気

給湯分野
空調分野
冷却分野

給湯分野

冷却
分野

空調分野・冷却分野

空調分野
冷却分野
冷蔵分野
冷凍分野

HC
炭化水素系

CO2
二酸化炭素

NH3
アンモニア

H2O
水

Air
空気

二次
冷媒
分野

冷凍分野

冷凍分野

マエカワは、あらゆる用途で、｢省エネ」と「ノンフロン化」を同時に達成できる技術開発に取り組んでいます。

項目 フロン冷凍システム
二元冷凍システム パスカルエア

冷媒 高元機／ HCFC22
 低元機／ HFC23 不要　

冷凍能力（kW） 47 30
庫内温度（℃） － 60 － 60
所要動力（kW） 122.5 63
システム COP 0.38 0.48 25% 向上
電力消費量

（MWh ／年） 約 645 約 386 40% 減

CO2 排出量
（－ CO2 ／年） 約 358 トン 約 214 トン 40% 減

表１　省エネルギー効果の試算結果
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魚体品質の向上と省エネルギーの両立が可能です。
(4)	 庫内空気を直接使う開放サイクルのため冷媒代わり

である空気が漏えいしても周辺への環境汚染がなく、
住民、従業員にとって安心、安全を保障します。

(5)	 庫内空気を直接冷却するため、庫内クーラーや冷媒
配管が不要で、設備工事費が安価、庫内の有効スペー
スが 10% 以上増加します（写真１、２）。

(6)	 空気がほぼ大気圧でダクト搬送される低圧運転のた
め高圧ガス保安法適用外です。

(7)	 二つの回転部（圧縮機と膨張機）を一体型回転機械
として集約したため保守が容易で、磁気軸受採用によ
る完全オイルフリー化を達成、専用高周波モーター一
体化でシールレスとなり磨耗部なしのため長寿命です。

(8)	 膨張機で発生する動力を回収し、圧縮機動力に使用
するため高効率です（表１）。

３．空気冷凍システムの仕組み
　
　ここで、空気冷凍システムの仕組みを説明します。従
来の冷凍システムは二段圧縮冷凍サイクルまたは二元冷
凍サイクルを使用していることは前述しましたが、これら
は冷媒が相変化（気体から液体またはその逆）を伴うサ
イクルであり、逆カルノーサイクルと呼ばれているもので
す。しかし、空気冷凍システムは冷媒の相変化を伴わな
いサイクル（ガスサイクル）であり、逆ブレイトンサイク
ルと呼ばれているものを採用し、サイクルの考え方が全
く異なります。このサイクルの原理を図２で説明します。
　図２の (a)、(b) で密封空間として注射器やピストンを
想像してください。ここに大気圧で常温の空気を封じ込
め、圧縮します。空気は高圧・高温となります。周りが

断熱され、熱の出入りがないとすれば、圧力を元に戻す
と温度も常温に戻ります（図２(a)）。しかし、圧縮時に冷
却することで、例えば、高圧のまま常温にすると圧力を
大気圧に戻すことで低温を得ることができます（図２(b)）。
この方法が空気冷凍サイクルの冷却する仕組みです。

４．『パスカルエア』の仕組み

図３　概略システムフロー

　図３に『パスカルエア』の概略フロー図を示します。
図２をサイクル化したものが図３となります。倉庫内温
度－ 60℃を例に仕組みを説明します。

①冷蔵倉庫内から吸引した大気圧・－ 60℃の空気は
冷熱回収熱交換器に送られます。

②庫内から吸引した空気は冷熱回収熱交換器で熱交換
されて、大気圧の温かい空気になります。

③大気圧の温かい空気は圧縮機にて圧縮され、大気圧
より高圧の高温空気となり、一次冷却器にて冷却水写真２　『パスカルエア』を用いた冷蔵倉庫内

(a) 圧縮時冷却なし　　　　　(b) 圧縮時冷却あり

図２　空気冷凍システムの仕組み
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で冷やされます。
④冷やされた空気は冷熱回収熱交換器にて庫内から吸

引した－ 60℃の空気と熱交換して冷却されます。
⑤大気圧より高圧状態で冷却された空気は膨張機で断

熱膨張され、大気圧・－ 80℃の空気となって冷蔵
倉庫内へ吹き出されます。

　上記の循環サイクルで冷蔵倉庫内を－ 60℃に保持し
ます。

５．『パスカルエア』の仕様

　表２に『パスカルエア』の仕様を示します。シリーズ
としては２機種となります（2014 年８月現在）。

表２　『パスカルエア』の仕様

　おおむね PAS30-R が 1,000 ～ 1,500 トン冷蔵倉庫、
PAS15-R がその半分に対応しています。また、用途とし
ては超低温冷蔵倉庫が主になりますが、連続式フリーザー
およびブラインクーラーにも展開し、実績もあります。

６．マグロ冷蔵倉庫における納入事例

　表１に省エネルギー効果の試算結果を示しています
が、実際に測定した事例がありますので紹介します。
　本事業は、2009 年度「NEDO ／エネルギー使用合理
化事業者支援事業／営業倉庫における省エネ設備・技術
導入省エネルギー事業」の補助金を受け、静岡県焼津市
の新設超低温冷蔵倉庫（マグロ冷蔵倉庫）に６台を納入、
12 月に営業運転を開始した事例です。
　庫内温度－ 55℃、規模 8,000 トンにおいて 2009 年
12 月～ 2010 年 11 月末の１年間の省エネルギー効果を

実測した結果を表３に示します。電力量で 33% の削減
効果がありました。この結果をCO2 排出量に換算すると、
冷凍機使用時の冷媒排出係数 12% を考慮して、49% も
の削減効果となっています。
　本システムは空気冷媒に注目されがちですが、省エネ
ルギーの面からも地球温暖化防止に貢献していることを
実証しました。

表３　省エネルギー効果の事例
－ 55℃、8,000 トン SF 級冷蔵倉庫実績値

『パスカルエア』６台と既設同容量 SF 級冷蔵倉庫の比較

７．終わりに

　今回のような素晴らしい賞を受賞することができたの
は、各方面のお客さまによる多大なるご理解と温かなご
支援をいただいたからと感謝しています。また、お客さ
まの悩みに一つ一つお応えしてきた技術陣には、この場
を借りてお礼を述べたいと思います。
　この受賞を機にさらなる技術開発、普及促進に努める
とともに今後も当該『パスカルエア』の開発・実用化・さ
らなる普及により、オゾン層保護・わが国の温暖化対策
のみならず、日本の誇る環境技術の普及によるグリーン
成長・省エネ戦略にも貢献していきたいと考えています。

名称 パスカルエア
型式 PAS15-R PAS30-R
冷媒 不要
冷凍能力

（庫内温度－ 60℃時）
15kW 30kW

圧縮機動力
（庫内温度－ 60℃時）

30kW 60kW

最高使用圧力 0.2MPa（高圧ガス保安法適用外）
最低使用温度（℃） － 100
圧縮機型式 ターボ型圧縮機
膨張機型式 ターボ型圧縮機
冷熱回収熱交換器 アルミプレートフィン型（対向流）
一次冷却器 SUS 管アルミフィン

項目 入れ替え前 入れ替え後 成果
省エネルギー実績

（kWh ／年）
3,369,800 2,254,740 33％減

CO2 排出量
（－ CO2 ／年）※

2,310 トン 1,180 トン 49％減

※：電力仕様での CO2 排出係数（0.525kg － CO2 ／ kWh）＋
冷凍機器使用時の冷媒排出係数 12％

写真３　授賞式の様子
　　　　　受賞者　専務取締役 川村邦明氏



(1)	 定格冷却能力による種類について、R40 数列を用い
て、定格ヒートポンプ加熱能力による種類と同等の種
類数（細分化）とした。
(2)	 冷却期間成績係数、ヒートポンプ加熱期間成績係数、
年間成績係数について規定を追加した。
(3)	 定格冷却能力、定格ヒートポンプ加熱能力、および
冷却成績係数、ヒートポンプ加熱成績係数の表示値に
対する許容限度を JIS B 8613 での基準より小さくし、
製品性能のばらつきを小さくした。
　
主な規定項目

　適用範囲、用語及び定義、種類、性能、試験、表示　など
  

＜改正＞
JRA 0001「冷凍空調機器における単位及びその使い方」

規格提案・原案作成委員会：規格委員会
規格委員会審議：2014. ９. 10　審議結果：承認
政策審議会審議：2014. ９. 12　検討結果：承認
理事会審議　　：2014. ９. 22　検討結果：承認
 
本規格案の概要

　冷凍空調機器における単位およびその使い方について
規定する。

改正の趣旨

(1) 	この規格が引用していた JIS Z 8203 は 2000 年（平
成 12 年）３月 20 日付で改正されており、さらに、
JIS Z 8203 ならびに JIS Z 8202-0 ～ JIS Z 8202-7
は 2014 年（平成 26 年）３月 20 日付で JIS Z 8000-1
ならびに JIS Z 8202-3 ～ JIS Z 8202-8 に置き換えら
れたため、それらとの整合を図る。
(2) 	この規格は、前回改正当時の JIS Z 8203 ならびに
計量法を本文に直接引用する記載方法のため、当該
JIS あるいは計量法が改正される都度、遅滞なく改正
する必要がある。
(3) 	冷凍空調業界で使用する単位は計量法と JIS による
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規格紹介
JRA / JRA-GL

2014年９月22日、JRA 4066「ウォータチリングユニッ
ト」を制定、JRA 0001「冷凍空調機器における単位及
びその使い方」とJRA 4029「冷凍・冷蔵ユニット」を
改正しました。JRA 4027の改正に伴いJRA 4027「冷凍・
冷蔵ユニットの試験方法」、JRA 4028「冷凍・冷蔵ユニッ
トの銘板表示」が廃止となりましたのでお知らせします。

 ＜制定＞
 JRA 4066「ウォータチリングユニット」

規格提案・原案作成委員会
：チリングユニット技術専門委員会
  スクリュー冷凍機技術専門委員会

規格委員会審議：2014. ９. 10　審議結果：承認
政策審議会審議：2014. ９. 12　検討結果：承認
理事会審議　　：2014. ９. 22　検討結果：承認

本規格案の概要

　容積形電動圧縮機、蒸発器、凝縮器などによって冷凍
サイクルを構成し、水の冷却または加熱を行う、空気調
和の用途に供するウォータチリングユニット（以下、ユ
ニットという。）について規定し、この規格に基づいて測
定した定格冷却能力が、420 kW以下のものに適用する。

改正の趣旨

　ウォータチリングユニットの機器の規格として1994 年
に日本工業規格（JIS B 8613）を制定しているが、以下に
示す“期間成績係数、年間成績係数”の追加、“性能許容
限度などの見直し”、などの点に注力し、日本冷凍空調工
業会標準規格を制定する。基本方針は、市場の実情に即
した内容とするとともに、国際規格や他製品規格（主にパッ
ケージエアコンディショナ）との整合性に重点を置いた。

主な改正箇所

　日本工業規格（JIS B 8613）からの主な追加点は、次
のとおりである。

JRA 規格・ガイドラインの制定・改正・廃止について
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ものとして本文への引用記載は行わず、単位の使い方
の注意点に留めるようにする。

主な改正箇所

a)	JIS Z 8000-1 ならびに計量法に記載されている内
容は、当該の規格・法律名を呼び出すに留めた。

b)	付属書１の１.（単位の選択）に記載していた、技術的
事項のうち、猶予期間対象の単位はすでに猶予期間が
終了しているため、削除した。また、計量法による規
制が適用されない場合については、本文に移行した。

c)	付属書１の２.（数値の丸め方）については、引用
規格として JIS Z 8401（数値の丸め方）を呼んでい
ることから、全文を削除した。

d)	付属書２（SIの記号の使用上の原則と注意）につい
ては、JIS Z 8000-1の内容のため、全文を削除した。

e)	付属書３（切換えに当っての要点とその実例）については、
付属書C（単位の換算の要点とその実例）として残した。

f)	解説３（記号及び数の記述に関する推奨事項）については、
JIS Z 8000-1の箇条７に規定されているため、削除した。

g)	前回の解説については、SI 化への考え方や留意点・
推奨事項などが記載されており参考となるため、原
文をそのまま引用して残した。

　
主な規定項目

　適用範囲、引用規格、用語及び定義、冷凍空調機器に
使用する単位　など
 

＜改正＞
JRA 4029「冷凍・冷蔵ユニット」

規格提案・原案作成委員会
：容積形冷凍機技術専門委員会
  　冷凍・冷蔵ユニット分科会

規格委員会審議：2014. ９. 10　審議結果：承認
政策審議会審議：2014. ９. 12　検討結果：承認
理事会審議　　：2014. ９. 22　検討結果：承認
 
本規格案の概要

　冷凍・冷蔵庫における貯蔵品の保冷・冷却を目的とし、フ
ルオロカーボン系冷媒を使用し、空気の循環によって冷却を

行う定格冷却能力が19.3kW未満の冷凍・冷蔵ユニットのう
ち、一体形のものまたは分離形のものについて規定している。

改正の趣旨

　1990年に冷凍・冷蔵庫における冷却装置として、冷凍・冷
蔵ユニットの需要が増加したことを受けてJRA 4027（冷凍・
冷蔵ユニットの試験方法）とJRA 4028（冷凍・冷蔵ユニット
の銘板表示）の２つの規格が制定された。その後、1992年に
使用上および製造上の要求を考慮してJRA 4029（冷凍・冷
蔵ユニット）が制定された。しかし、これらの規格は、制定か
ら20年以上経過しており、この間引用規格ならびに関連規
格の改正が行われているが本規格は改訂されていなかった。
特に2014年に改正されたJRA 4019（コンデンシングユニッ
ト）との関連が深いことから、JRA 4019との整合を図るよう
全面的に見直しを図ると同時にJRA 4027、JRA 4028をJRA 
4029に統合し、JRA 4027、JRA 4028の２規格を廃止した。

主な改正箇所

(1)	 適用範囲
　定格冷却能力表示で19.3kW未満（冷凍能力５トン未満）
とした。冷凍能力が５トン以上の冷凍・冷蔵ユニットについ
ては高圧ガス保安法の適用を受けるので本規格の適用外と
するが、性能、構造については本規格に準ずるものとした。
(2)	 用語及び定義
　インバーター搭載の冷凍・冷蔵ユニットの普及が進んできて
いることから3.11定速圧縮機形、3.12回転数制御形、3.13能
力可変形（a）、3.14能力可変形（b）、3.15定格出力を追加した。
(3)	 種類
　庫内側温度帯による種類　H（クーリング帯）、M（チ
ルド帯）、L（フローズン帯）で分類することとし、従来の“冷
蔵用、冷凍用”の種類を“用途による種類”と名称を改めた。
(4)	 冷却能力、消費電力
　冷却能力の測定値は、定格冷却能力の100％以上とした。
消費電力は冷凍・冷蔵ユニットの製造精度向上によりバラツ
キが少なくなってきたことと、性能測定装置の精度向上を鑑み、
表示値に対する許容差を110％以下から105 ％に強化した。　

主な規定項目

　適用範囲、用語及び定義、種類、性能、材料、構造及
び安全性能、試験、表示　など
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海外駐在記

海外駐在記・ベルギー編

　いよいよ始まります。海外駐在記。文字どおり海外に駐在された方々の体験記です。
　言葉の問題はもちろんのこと、食べ物、文化の違い、考え方の違いなど、海外で
の生活は面白いことが多い半面、大変なこともたくさんあります。そういったことや、
日本ではあまり知られていない国についてはその国の習慣など、いろいろなことを
書いていただきたいと思っています。
　記念すべき（？）第１回目の今回は、工業会専務理事 岡田のブリュッセルでのお
話です。ブリュッセルは EU の主要機関が集まっている都市ですが、そういったこ
とは日本ではあまり知られていないようです。日本で知られているのはベルギーワッ
フル、ビール、チョコレートなど食べるものばかり。そうそう、「フランダースの犬」
もベルギーでのお話です。でも、ベルギー本国ではあまり知られていないお話だとか。
　前置きはこのぐらいにして、岡田の手記をお楽しみください。

　皆さんこんにちは。６月の総会で専務理事に就任いた
しました岡田と申します。
　本稿執筆のあたり、改めてごあいさつをさせていただ
きます。よろしくお願いいたします。

　私は、この５月まで、三菱電機の一員として（現在は
退社）、ベルギーの首都ブリュッセルに１年半駐在し、
主に欧州委員会などに対する情報収集や意見発信などい
わゆるロビー活動を行ってきました。
　今回、工業会の機関誌である「冷凍と空調」に寄稿す
る機会を得ましたので、現地での様子などをお伝えした
いと思います。

１．ベルギーとは

　ベルギーは、正式には「ベルギー王国」といって王様
がいます。昨年 2013 年７月に前国王の高齢化を理由に

新しい国王が即
位しました。
　 人 口 は 約
1,100 万人で、
国土面積は約
３万平方キロ
メートルで、い
ずれも日本の約
10 分の１です。
　位置的には南
にフランス、
西に UK（イギ
リス；海を挟ん
で）、東にドイ
ツ、北にオラン
ダといった欧州
の列強のちょう

欧州滞在記
一般社団法人日本冷凍空調工業会 専務理事　岡田哲治

写真１	 ベルギービールの定番
白ビール	
（ヒューガルテン）



戦中にベルギーに駐在していた英米兵が、フランス語を
話しているベルギー人の作るフリッツを「フレンチフラ
イ」といったとか。。。
　また、カカオの生産地でもないベルギーでなぜチョコ
レートが有名なのでしょうか？もともと、チョコレート
は、滋養剤として薬屋で売られていたそうです。　それ
もチョコレート
というより、コ
コアとして。そ
れをチョコレー
トとその中にい
ろいろなスイー
ツを入れた「プ
ラリネ」という
スタイルを発
明したのが、
ベルギーの薬屋
の日本でも有名
なノイハウス
（Neuhaus） だ そ
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ど真ん中に位置しています。詳しいことを書き出すとこ
れだけで、多くのページを費やしますので、省略します
が、中世から近代にかけていろいろな争いに巻き込まれ
た複雑な歴史があります。日本では、オランダ、ルクセ
ンブルクと合わせて「ベネルクス 3国」といういい方で
思い出される方もいるかもしれません。
　このような背景があるためか公用語は、フランス語
（60%）、フラマン語（オランダ語の方言；39%）、ドイツ
語（１%）の 3つが使われています。（括弧内は人口比率）
　ブリュッセル市内の地下鉄の駅名表示には、フランス
語とフラマン語の２つの表示が並べて書いてある駅もあ
ります。先日（９月）にスコットランドがUKからの離
脱是非を問う国民投票がありましたが、ベルギーでもフ
ラマン語圏のフランドル圏が独立しようという動きもあ
ります。
　ベルギー名物といえば、ビール、チョコレート、ワッ
フルとよく言われますが、日本でもよく食べられている
「フライドポテト」（ベルギーではフリッツ、UKではチッ
プス、アメリカではフレンチフライと呼ばれる）の発祥
地はベルギーとも言われています。なんでも、第１次大

写真２	 ブリュッセルの名所グランプラス
の市庁舎（世界遺産）

写真３　ブリュッセルの街並み

          写真４　ベルギーワッフル   
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海外駐在記

うです。
　食べ物の話題ばかりになりましたが、切りがなくなる
のでこのくらいにしておきます。
２．ブリュッセルの位置付け

(1)	 EU の首都、ブリュッセル
　ブリュッセルはこのようなベルギーの首都としてだけ
でなく、欧州委員会、欧州議会、欧州理事会など欧州連
合（EU）の主要機関が集まっているいわゆる「EU の
首都」ともいわれています。EU は昨年 2013 年７月に
新たにクロアチアが加盟して、現在 28カ国からなって
います。EU域内諸国における労働者、商品、サービス、
資本の移動の自由が基本的には確保されていますので、
例えば EU加盟国間での移動にはパスポートのチェック
などはありません。（一部例外はあります）
　EU は、1958 年に設立され、加盟国の合計で、人口
は約５億人、面積は 438 万平方キロメートルと世界の
中で大きな「国」になります。（もし日本が仮に EUの
一員になったと仮定すると、EU諸国の中で日本の人口
は第１位、面積は第５位となります）

(2)	 ブリュッセルの欧州主要機関
①欧州委員会
　次に主要機関についてですが、欧州委員会は、EU
の政策執行機関です。欧州委員会は法案の提出、決定
事項の実施、基本条約の支持、日常の運営を担ってい

る部門で、日本でいうと省庁の役割をしていると思っ
ています。今年、改正されたいわゆる欧州 Fガス規
制法案の基本案を作成したのは、この欧州委員会です。
　法案は、いろいろなデータに基づき、広く公に開
かれた公聴会や多数の審議会を経て決定されます。
欧州ではこの間いろいろな団体が、ロビー活動と称し
て、法律案の情報収集や法律案に対しての提言を行い
ます。意見が採用されることもありますし、非採用と
いう場合ももちろんあります。欧州委員会のメンバー
は最難関である採用試験により採用され、非常に優秀
なスタッフで構成されています。欧州委員会職員は約
３万人はいるといわれています。

②欧州議会
　欧州議会は、28カ国それぞれの国の直接選挙で選
ばれた議員さん約 750 名で構成される立法機関です。
法案提出は欧州委員会が行いますが、その承認権は欧
州議会にあります。国の大きさにより各国の議員数が
異なりますので、UKやドイツなどからは多数の欧州
議会議員が選出されます。またそれぞれの国の政党ご
とに活動しますので、最終的には国別の利害もさるこ
とながら政党間の利害も優先されますので、非常に複
雑なやり取りとなります。既述の欧州委員会で提案さ
れた法律の承認はここで行いますが、基本は多数決な
ので、それぞれの団体は、自身に有利な採決を得ようと、
いろいろな形でのロビー活動を行う必要があります。

写真５　欧州委員会 写真６　欧州理事会
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③欧州理事会
　最後に欧州理事会ですが、これは 28カ国それぞれ
の国の機関（役所）の代表の集まりです。欧州連合内
で採択された法律は、最終的には各国の役所が運用し
ていくことになります。そのため、各国代表がそれぞ
れの国の立場で、内容を審議して採択是非を確認しま
す。欧州理事会としても欧州議会と並行して新法案に
対する承認権がありますので、欧州議会で賛成されて
も、欧州理事会で反対されると法律としては成立しま
せん。欧州 Fガス規制法案の場合は、内容が複雑か
つそれぞれの国の思惑が微妙にずれており、最終的に
欧州委員会、欧州議会、欧州理事会の３者による「３
者会議」が開催され妥協点を探る動きとなりました。
　業界としては、毎日のようにいろいろな関係者のと
ころにロビー活動に行き、業界としての主張を通して
もらうべく活動を行っていました。
　欧州 Fガス規制法案の場合は、日系企業、当工業
会（欧州事務所）は、環境とエネルギーに関する欧州
協会（EPEE）や在欧日系ビジネス協議会（JBCE）
などと連携して、これらの活動に参画し、結果として
は、最悪の事態を免れ、大きな成果を出せたのではな
いかと思っています。

３．日系企業、当工業会の役割

　２項で、欧州の法律の仕組み的なことを述べました

が、欧州のやり方は非常にオープンで公平性を基本とし
ています。従って、EU外である日本からのアプローチ
も、何の差別もなく聞いてくれる素地はあります。た
だ、欧州では考え方が非常に論理的に構築されています
ので、ただ、「反対」だけでは必ずしも受け入れてはく
れません。「こういう理由だから反対、だから具体的に
こうしてほしい」という積み重ねが必要になってきます。
　今回、欧州 Fガス規制法案では、一部の内容につい
て提言書という形でまとめたり、実際に欧州議会の議員
さんたちに直接会って、日系企業の訴えを聞いてもらっ
たりもしました。一つ一つの活動の効果がどれだけあっ
たのかは正直分かりませんが、いろいろな団体からの論
理的な訴えは、少なからず聞いてくれるということも分
かりました。ブリュッセル駐在の意義は十分にあったと
自負していますが、欧州はいろいろな環境対応の法規制
を世界に先駆けてリードしようという風潮が強く表れて
います。
　今後もいろいろな法案が提案されてくると思います
が、当工業会としても日系企業全体の利益のために、い
ろいろな場面で声を出して具体的な内容について提言を
行っていく必要があると思っています。言葉の問題や、
既述のような複雑な法案成立までのメカニズムの中で、
非常にハードルは高いと思いますが、ベクトルを合わせ
て対応すべく体制も整えたく思いますので、よろしくお
願いいたします。

写真７　フランス、ストラスブールにある欧州議会 写真８　ブリュッセルにある欧州議会
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はじめに

　小生が社団法人日本冷凍空調工業会の専務理事に就任
したのは 2002 年の 12 月であった。以来 11 年半にわた
り工業会の専務理事として勤務したことになるが、この
間冷凍空調業界を取り巻く環境は大きく変化した。振り
返ってみると、まさに激動の 11 年半だったように思う。
この間、さまざまな出来事が起こったが、その中でも印
象深いものをいくつか取り上げて振り返ってみたい。

エアコンの生産が止まる？

　2004 年１月 13 日の夕刊に「４フッ化エチレンを製造
するダイキン鹿島工場で爆発事故発生」という小さな記
事が載った。当初は４フッ化エチレンは樹脂材料である
のであまり気に留めなかったが、これが空調業界にとっ
て大変なことになるとはこの時点では予想もできなかっ
た。実はこの工場内では４フッ化エチレンだけでなく、
空調機の冷媒として使用されている冷媒 R125 の生産プ
ラントが併設されていたのである。
　この事故の影響でこの冷媒プラントも操業停止に追い
込まれた。ダイキン工業株式会社（以下、ダイキン）の
当時の R125 の国内シェアは 80％近くあり、三井・デュ
ポンフロロケミカル株式会社などダイキンに供給を依存
していた。そのためエアコン各社は、これから生産のピー
クを迎える時期に冷媒が供給されなくなるという重大な

危機に陥ったのである。
　22 日には状況を経済産業省（以下、経産省）産業機
械課、情報通信課に報告し、R125 プラントには損傷が
ないため早期操業再開に向け協力を依頼した。２月の冷
媒供給量は半減するとの見通しであり、各社から早速状
況の報告を求めたが、操業維持は極めて困難で夏の生産
需要量は維持できず、減産も余儀なくされるという危機
的なものであった。
　ダイキンからも冷媒の生産部門は空調部門とは異なる
ことから、現状に関して情報がなかなか出てこなく、一
部にはダイキンが冷媒を独り占めしてシェアの拡大を画
策しているのではないかという風評もあったので、各社
の責任者を集めてダイキンに説明会を要請、情報を公開
し疑念を払拭するように進言した。説明会は全社の責任
者を集めて実施され、前述の疑念に関しては、ダイキン
の経営陣はこれを否定、業界として公平に取り扱うと表
明したのであったが、これは大きな英断であったと思う。
　その後、経産省を中心にした関係者の努力もあって、
２月９日には冷媒プラントに関しての操業再開の許可が
下りるが、これは異例の早さだったと思う。これにより
冷媒の供給は再開されてその年の生産量を確保すること
ができ、まさに危機は払拭されたのである。
　日本では各産業とも事業の効率化から生産の集約化を
進めているが、事故が起こった場合のリスク管理をどう
するかは課題であると思う。

激動の 11 年半を振り返って
　　　一般社団法人日本冷凍空調工業会 前専務理事　岸本哲郎

　本年６月６日の第３回通常総会において、工業会の専務理事が交代しました。新たに三菱電
機株式会社から岡田専務理事を迎え、岸本前専務理事は顧問に就任、現在も工業会活動に尽力
を注いでいただいています。
　今回の VOICE は、専務理事を退任された岸本氏（現工業会顧問）による「激動の 11 年半を
振り返って」です。岸本氏は 2002 年（平成 14 年）12 月から 2014 年（平成 26 年）6 月までの
11 年半にわたり、専務理事として工業会の活動に携わってこられました。岸本氏より、在任中
の思い出について寄稿していただきましたので、ご紹介します。
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日中韓３カ国会議

　2006 年になると会長会社が三菱電機株式会社（以下、
三菱電機）になり、中村理事が会長に就任した。
　空調事業はグローバル化が進展してきているが、特に
欧州におけるＦガス規制の動きや中国の省エネ基準の検
討などの動きに対し、日本勢が優位な立場に立つために
はアジアにおける工業会の連携を強化し対処する必要
があるとの認識から、中村会長の呼びかけにより日中
韓３カ国冷凍空調工業会会合を開催することになった。
これらの呼びかけに対し中国（中国制冷空調工業協会

（CRAA） ）、韓国（韓国冷凍空調工業会（KRAIA））側
からも賛同を得られ、第１回目は HARFKO（韓国冷凍
空調展）がソウルで開催されるのを機会に KRAIA がホ
ストとして開催された。この会議の目的は３カ国が情報
交換をすることにより課題を共有し、解決に向かって連
携をしていくというものである。
　現在はこれらの国とは政治的な問題から交流が停滞気
味であるのは残念なことであるが、世界的に複雑化する
問題の解決のためには、自国の立場や主張も明確にしな
がら交流を深めることも重要であると思う。

船舶安全法に違反？　国土交通省海事課

　2008 年２月にはある会員企業から「船舶安全法」と
いうフロンを有する機器の輸送に関する規制があるが、
それに違反している恐れがあるという報告を受けた。
　私自身も全く寝耳に水の情報であったが、早速指摘の
内容を調べてみると、それに関する法が存在することが

分かった。それは船舶による危険物の運送について定め
た、船舶安全法に基づく「危険物船舶運送及び貯蔵規則」

（昭和 32 年運輸省令第 30 号）、「船舶による危険物の運
送基準等を定める告示」（昭和 54 年運輸省告示第 549 号）
であり、指定の危険物が含まれている場合は荷送人とし
て果たすべき貨物への危険物の表示、危険物明細書の発
行、収納検査、総重量が 400kg を超える製品に関して
は容器に関する許可の取得などが必要であることなどが
定められていた。フロン類はここでいう危険物に該当す
ることが判明。これらの管轄は国土交通省（以下、国交
省）海事局検査測度課ということであり、すぐにこれら
の状況に関して報告に行った。
　報告の内容は

①調査の結果、当該法に抵触することが分かったが、
大多数の企業はこの法令の存在を認識していなかっ
たこと。

②本法令の対象となる製品を過去に輸出を行っていた
事実があったこと。

③しかし過去に当局からの指摘事例はなかったこと。
④今後は各社とも本法令の遵守を徹底し、これに準拠

した対応を行う。
というものであったが、この報告に対し国交省海事局担
当は

①各社知らなかったこととはいえ、法律に違反してい
たことは事実である。

②法令は罰則もあり、事実を知った以上このままで終
わらすわけにはいかない。

③どの位の数が実際に有ったのか、各社別に実体を調
査してほしい。時効は３年なので少なくとも４年分
の調査をお願いする。対象となる企業ごとに報告書

（始末書）の提出が必要と思うが、数量的な実体を
把握した後に考えたい。

というものであった。
　すぐさま各社に調査を依頼したが、その結果対象企業
は 10 社に及び、過去４年間に 20 万台以上が対象であ
ることが判明した。これらの報告ををするため再度海事
局へ行ったが、その中で担当官からは
　「本法令は罰則もあるが、悪意があったわけではない
し実害も報告されていない。また工業会から自主的に報
告を行い、各社へ実態の調査や再発防止に努める姿勢が
見られることなどから、ことを大きくするつもりはない。
ただし、

①ほかに抵触している法令がないか水平展開が必要。

写真１　本年 6月の日中韓３カ国会合での
岸本顧問（当時専務理事）



② ISO を各企業取っていると思うが、組織的なこと
を含めてどのような再発防止策を取るのか。

③国交省としても関係団体への周知徹底が不足してい
たこともあり全く責任がないわけではないので、今
回は対象企業の責任者を集めて再発防止策を報告し
てもらい、口頭による厳重注意にとどめ本件は終ら
せたい。」

という寛大な処置で済んだことは非常に幸運であった。
　本件を通じて、なにか不都合が起こった場合、組織と
しては得てしてそれらを隠したがるものであるが、事実
を正確に正直に公表することが問題解決にいかに重要で
あることを改めて認識した。

欧州Ｆガス規制とベルギー事務所開設

　21 世紀に入ると地球環境問題、特に温暖化の問題が
大きな課題となってきたが、その原因の一つとしてフロ
ンが問題視され始めた。
　欧州では環境問題に対しては大変急進的であり、フロ
ンの規制の話が急浮上してきて、環境団体や環境派の議
員などから大変厳しい提案がなされたが、その中には科
学的論理を欠いた政治的、感情的なものも多かった。欧
州地域は日本の業界にとって極めて重要な市場であり、
規制の内容によっては経営的に大きな影響が免れられな
いことになる。
　工業会では常に情報収集に努めていたが日本国内だけ
では限界があり、現地での活動が必要との認識になった
のである。当時欧州には JBCE（Japan Business Council 
in Europe）：在欧日系ビジネス協議会）という団体があ

り、事務局長に経産
省から平塚氏が就任
していた。
　政策審議会でもこ
れらのいわゆる欧
州 F ガス規制の問
題が議論され、業界
での活動が不可欠と
の結論に至ったので
ある。早速、JBCE
の事務所があるベル
ギーのブリュッセル
に出向き、平塚氏と
面会。これらの空調
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業界にとっての重要性を訴えたところ、Ｆガス規制は空
調業界特有の事案であるがその重要性を理解していただ
き、2006 年には JBCE 内に空調部会が設置されること
になった。
　一方工業会としても積極的な活動を迫られ、欧州事務
所を開設する方向で検討を進めた。当初は大変な費用が
新たにかかることから慎重な意見もあったが、欧州で事
業を行っている各企業の責任者にはこれらの状況を良く
理解していただき、事務所開設に快諾をいただいた。
　しかし現地への駐在員の選抜に関しては、条件は英語
が堪能なこと、空調技術特に冷媒に関する知識があり、
外国の団体や議員との交渉力を持っていることなど、大
変高い能力が要求され人選には難航したが、最初の駐在
員としてダイキンから片岡氏を迎えることができた。ま
さに最適な人選に協力いただいたことは感謝したい。
　2008 年に事務所を開設し、本年まで６年間にわたり
情報収集と現地関連団体などとの連携をとりながらロ
ビー活動などを精力的に行い、昨年まとまった F ガス
規制には大きな成果をあげることができたと思う。
　今後も欧州での活動は重要との認識から、本年三菱重
工業株式会社から佐藤氏を迎え、片岡氏の後任として赴
任していただいている。

冷媒漏えい率のインベントリーの改定

　2008 年前後になるとフロンの温暖化影響が大きく取
り上げられるようになり、特に機器の廃棄時の冷媒回
収の量が 30％前後に留まっていることが問題になって写真２　ベルギーワッフル

写真３　ベルギー王宮
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いた。またフロンの生産量と冷凍空調機器の生産時に使
用されているフロンの量との差が大きく、従来使用時の
冷媒の漏えい量は極めて小さいことが報告されていたの
で、これらの間のマスバランスに疑問が出てきた。その
ため、これらの本格的な実態調査が経産省の製造産業局・
化学物質管理課・オゾン層保護等推進室（以下、オゾン
室）により大々的に行われることになった。
　約１年間をかけて 26 万台に及ぶ漏えい量の調査を
行ったのであるが、その結果従来からいわれていた量よ
りもはるかに大きな量が機器の使用時に漏えいしている
ことが判明したのである。2009 年に行われた経産省の
産業構造審議会では、これらの数値が公表され大きな反
響を呼んだ。その数字は従来公表されていたものに比べ
ると、機器によっては２倍から 10 倍という大きな数字
になっていて、審議会の委員からも意図的に隠していた
のではないか、なぜこのような誤った数字が報告されて
いたのか、との追及が相次いだが、「今まで本格的な調
査が行われていなかったので、この結果は真摯（しんし）
に受け止めたい。事実が判明した段階でそれを公開し、
それを踏まえ適切な対応を取ることが重要である。この
使用時漏えい率は、整備時や工事に起因するもの、事故
などを包括したものであり、通常の使用時におけるもの
ではない」ということを説明し、ある程度理解いただい
たのではないかと思っている。一方、長期における調査
とその公開を決断したオゾン室や工業会には評価したい
という声もあった。

エアコンの性能表示問題

　2007 年に入って、ある研究施設からエアコンの性能
の評価をしていた際、測定中に予期しない動きがあるの
だがどのような原因か、という問い合わせがあった。そ
の時は何か条件設定や測定に間違いがあるのではないか
と回答したが、これが後になって大きな問題の予兆で
あったとは思いもよらなかった。
　2008 年に入ると、ほかからも測定時のエアコンの動
作に明らかな変化が見えるという声が出てきたため各社
に問い合わせを行ったところ、性能試験時に特殊な検定
モードが存在することが把握できた。もともとエアコン
はインバーターを搭載している。測定時には正確なデー
タを取るためにその周波数を固定する必要があったため
設けられた機能である。
　2008 年８月に各社の委員を集め、ただちに工業会の

方針を伝え改善を図るよう指示、業界として消費者の誤
解を生むような行為は正さなければならないことを要求
した。一部委員からは抵抗も見られたが、企業経営を揺
るがす重大な結果になることを強く述べた結果、本件は
改善が進み、何とか業界の姿勢は保たれたと思う。
　その後 2010 年６月、日経ビジネス誌に「エアコンに
２つの過大表示疑惑」というこの問題を取り上げた記事
が掲載され、環境団体などからエアコンメーカー８社に
真偽についての公開質問状が寄せられた。
　同年「産業構造審議会・地球温暖化対策小委員会」に
おいて、本件に関する質疑があり、委員でもあった小生
はこれを受けて「各社、過去にはある条件になると風量
を操作し性能試験を行っていたことがあったが、消費者
の疑惑を招くような行為は止めるように要請し現在は改
善されている。また、より適切な試験条件の規定を盛り
込むよう JIS の改定を進めているところである」と回
答し、一応出席委員の理解は得られたと思っている。
　2011 年に入ると国会議員を通してこれらの問題が消
費者庁に提起され、消費者庁は各社にヒアリングを行い、
７月にはその報告書が公表された。
　その後テレビ局の取材も受け質問攻めにあったが、「本
件は誤解を招く面があったことは認めるが、JIS で規定
している条件を逸脱しているものではない」ということ
で通した結果、放送するには確証は得られなかったとい
うことで終了した。
　2009 年度からのエコポイントの実施時には、各社と
も改善が終わっていたのは幸いであった。今後は企業の
コンプライアンスに照らして法令の順守だけでなく、法
の精神に則り道義的なことも含めて対処すべきであると
痛感する。　

ヒートポンプ技術に関する書籍発行

　ヒートポンプ式の空調機が普及し始めたのは 1970 年
代の半ば頃からであるが、当初はエネルギー効率はあま
り高くなく、特に寒冷地での性能、冬季暖房時の着霜な
ど大きな課題も抱えていた。その後各企業の技術陣の努
力により、ヒートポンプの性能は飛躍的に向上した。
　近年になると地球温暖化防止に大きな効果があるとし
て、ヒートポンプの有効性が脚光を浴びてきた。ヒート
ポンプの理論値にカルノーサイクルというものがある。
カルノーサイクルでは、理想気体での理論効率は高温側
と低温側の温度差のみで決まる。例えば高温側温度が
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35℃で低温側温度が 27℃
の場合、カルノーの理想
COP は 37.52 と な る。 現
在の実用機の COP は５～
６前後であるのでこの理想
値からはかけ離れた数字に
なっているが、このカル
ノーの理論値はあくまで損
失やエネルギーなどの物理
的な現象を全く考慮しない
ものであるので、現実には
ありえない数値である。
　ヒートポンプが脚光を浴
びるようになると、現状の

数値からヒートポンプの効率は限りなく大きくできるの
ではないかといった宗教的な誤った概念が横行してきた
ため、工業会としては科学的、技術的アプローチよりヒー
トポンプの持つ可能性と限界を明らかにするという使命
があると考え、ヒートポンプに関する技術的な本を執筆
することにした。当初は会員企業の委員の中にはあまり
積極的でなかった人もいたが、特別チームを編成し、各
企業のその道のプロを集めて執筆に取りかかった。
　約１年の歳月を費やし 2010 年末に書籍が完成したが、
各委員献身的な努力の結果といってよい。特に三菱電機
に在籍していた平原氏の功績は大きかったと思う。
　本書籍の内容はヒートポンプ理論の科学的な解析、実
用上の可能性と限界、これからの課題などに言及したも
のであった。だが一部の人たちの間では、ヒートポンプ
のブームに水を差す内容ではないかということで、記述
内容の変更や出版見直しなどの大きな圧力もあったが、
結果的には内容を変更することなく予定どおり出版する
ことができた。
　本書籍は政治的なものではなく純粋に学術的見地から
記述したものであり、科学的な真実は恣意的な意図に
よって曲げられるものではなく、識者の先生からは大き
な評価をいただいたことは大変光栄であった。

JATL の独立法人化

　工業会では消費者の利益と企業間の公正な競争を維持
することを目的にした性能検定制度という、他の業界で
は例をみない仕組みを運営していた。この制度がわが国
の空調産業の発展に果たした役割は、大変大きいものと

思っている。
　2000 年代に入ると、製品の表示や産地表示をめぐり
いろいろな事件が発覚、またエアコンの性能表示に関し
ても、その信憑性などさまざまな指摘を受けるように
なった。一部の人たちからは機器の製造・販売を行う企
業が自ら性能検定を行うのは外部から見ると透明性、公
平性にかけるのではないかといった指摘があがり、工業
会としてより一層の透明性、公平性を示すために工業会
の一内部組織であった検定所を独立した組織にすること
にした。
　独立するに当たってはその組織形態や運営の方法など
いろいろと議論を重ねた結果、一般財団法人とすること、
当面、検定制度は工業会が運用し性能試験は独立した新
組織で行うことで、2010 年６月の定時総会において分
離独立が承認され、2011 年１月に独立を果たすことが
できた。国内で唯一 ISO17025 の認定を持っている組織
として、2011 年４月から一般財団法人日本空調冷凍空
調研究所（日空研：JATL）の正式な運用がスタートした。
将来的には公益法人化や新しい認証制度の導入も検討し
ていくことにしている。
　また試験設備に関しても、パッケージエアコンの試験
設備は建設から 28 年が経過し老朽化したため、2009 年
に新しい設備を建設、同時に GHP の性能測定もできる
ように設備を追加し、2010 年に完成した。
　その後ヒートポンプ給湯機の試験設備も 2011 年に新
設し、またエアコンの試験設備も老朽化して原機とする
には課題が多くなってきたので、本年 10 月の完成を目
指しバランス方式の新設備の建設が進んでいる。これに

写真５　JATL 外観

写真４　本の表紙
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より試験設備が更新され、JATL 発足とともに、日本の
原機としてより信頼できる試験所を目指すことが可能に
なったと思う。

RRC 法人化と JRECO の誕生

　1987 年モントリオール条約が採択され、日本でも
1988 年にオゾン層保護法（特定物質の規制等による
オゾン層の保護に関する法律）が制定された。その後
1992 年にはモントリオール議定書が改定され、特定フ
ロンは 1995 年、代替フロンも 2020 年に実質的に全廃
が決定した。
　これらの決定を受け、冷媒を回収し再利用することを
目的に、1993 年工業会と日設連（一般社団法人日本冷
凍空調設備工業連合会：JARAC）により「冷媒フロン
再生センター（RRC）」が設立され、その後 1994 年に
は日本フルオロカーボン協会（フルオロ協）が参画し３
団体での運用となった。工業会が事業を統括し事務所は
工業会内に置かれ、冷媒の回収を主目的にすることを念
頭に、1998 年には「冷媒回収推進 ･ 技術センター（RRC）」
に名称変更した。その後事務局を工業会から日設連に移
管し事業を継続してきた。

　RRC は３団体共同で運営する組織だったが、法人格
も持っていなかったため、より責任ある活動をするため
には独立させ法人格を持たせる必要があり、2011 年に
一般財団法人日本冷媒・環境保全機構（JRECO）とし
て３団体の共同運営から独立し再出発をさせた。
　専務理事には三菱電機から作井氏を迎え、舵取りをお
願いしている。またフロン回収破壊法の改正が検討され
ている中で、冷媒や温暖化問題に関する事業をそれぞれ
が後述の３団体が分担して対応していたが、これらの３
つの組織を統合し、より経営基盤を強化し将来をにらん
だ新たな活動の受け皿を作ることが必要と考えた。その
ため準備委員会を設置して検討を重ね、2013 年 10 月に
一般社団法人オゾン層・気候保護産業協議会（JICOP）、
一般社団法人フロン回収推進産業協議会（INFREP）お
よび JRECO を統合することができた。新組織の名称は

「日本冷媒・環境保全機構（JRECO）」を存続させるこ
とを決定、新生 JRECO が誕生したのである。
　2014 年にはフロン排出抑制法が成立し、これらの施
策の受け皿としての活躍が期待されている。

次世代冷媒

　冷凍空調機器は 1900 年代の初めに実用化されたが、
当初の冷凍機には冷媒として NH3（アンモニア）、CO2（二
酸化炭素）、SO2（二酸化硫黄）、エーテルといった冷媒
が使用されていたが、これらは人体に対する毒性や可燃
性など大きな欠点を持っており、一般的な場所での使用
が難しかった。
　これらの問題を払拭する物質が 1930 年に発明された。
それがフロンガスである。これにより冷凍空調産業は大
きな転機を迎えることができた。フロンガスは高効率で
不燃性であり、毒性もなく経済性も優れていて、冷媒と

写真６　昨年 10月の新生 JRECO の発足式

評議員会

理事長会長 理事会

専務理事

監事

会員

事務局

総務・経理、会員支援

指定法人として資するための環境整備、
システム提案、ソフトウエア開発

JICOP事業（補助事業、調査事業）の継承および
フロン類対策に関するシンクタンク化の事業推進

RRC事業および新資格事業

INFREP 事業（従来行程管理票提供、新行程管理
対応（電子化など））、広報活動、啓発事業

行政、関連団体との調整を通じ、フロン排出抑制
法施行までの組織横断的な実施事項の明確化

総務

情報システム

企画・調査

資格認定

普及啓発

フロン排出抑制法
対応P/J

表１　新生 JRECO の事業内容
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してまさに理想的な特性を持っていて、20 世紀になっ
て発明された最も優れた化学物質の一つであるといって
も過言ではない。
　日本でのフロンの生産は 1942 年から大阪金属工業株
式会社（現ダイキン）で本格的に始まった。
　しかし理想的な冷媒として大量に使用されてきたフロ
ンも、1974 年にカリフォルニア大学のローランド教授
によって、大気中に排出されてオゾン層を破壊するので
はないかという説が発表され、社会的に大きな問題と
なった。当初使用されていた CFC（クロロフルオロカー
ボン）、HCFC（ハイドロクロロフルオロカーボン）は、
オゾン層を破壊するという理由から 1987 年のモントリ
オール条約で段階的な生産規制が決定した。これに対応
するために、わが国の業界では代替フロン（HFC（ハ
イドロフルオロカーボン））の開発に力を注ぎ、世界に
先がけて転換を図ってきた結果、現在では新規生産の冷
凍空調機器のほぼ 100％が転換を終了している。
　しかしながらこの代替フロンも、近年の地球温暖化問
題では温暖化影響の大きな物質として、今度は京都議定
書によって、排出の削減が義務づけられることとなった。
　HFC に代わる次世代の新冷媒や自然冷媒の開発も進
められていて、いろいろなものが提案さているが、いず
れも微燃性などの課題を抱えている。しかしフロンによ
る温暖化の影響を少しでも緩和するためには、これらの
微燃性冷媒を使用せざるを得ないのではないかというの
が一般的な流れである。
　これらの冷媒を使用するためには、安全性の評価が必
要で、2011 年 10 月に公益社団法人日本冷凍空調学会の

「微燃性冷媒リスク評価研究会」が発足、さまざまな検
討が進められている。冷媒の問題は業界にとって極めて
重要な課題であり、今後の技術開発の成果が待たれると
ころである。

終わりに

　工業会の前身である「日本冷凍機械製造協会」が誕生
したのは、太平洋戦争が終わり戦後の混乱期から立ち
上がりを見せ始めた 1949 年の２月 18 日のことである。
このときの設立会社は東洋キヤリア株式会社、木下工業
株式会社、三菱電機株式会社、株式会社日立製作所、芝
浦共同工業株式会社の５社であった。事務所は銀座の並
木通りにあり、ここからわが国の冷凍空調産業の発展が
スタートしたのである。
　この年の生産額は８億円程度であったが、その後順調
に成長し、高度成長が始まった 1960 年には 300 億円を突
破、現在は２兆円を超えるまでに成長した。その間、石油
危機や金融危機などに見舞われ一時的に大きな打撃を被
むったこともあったが、関係者の努力によってこれらの試
練を乗り越え、今やグローバルな産業に成長してきた。
　近年はさらにグローバル化が進み、生産拠点が中国や
東南アジアなどの海外へ移転するケースが増えてきた。
しかしながら世界の冷凍空調産業におけるわが国企業の
占める割合は非常に高く、技術的にも世界トップレベル
にあると自負している。わが国のデジタル家電は海外勢
の追い上げで一時苦しい経営状態に追い込まれたが、冷
凍空調産業は今後もわが国の重要な産業として、世界的
にも堅調な成長が見込まれると思う。
　工業会も 2006 年に公布された公益法人制度改革によ
り一般社団法人を選択し、2012 年一般社団法人日本冷
凍空調工業会として新しく出発した。この 11 年半の間
には数多くの出来事があったが、今回書いたものは紙面
の関係も、ありそのごく一部に過ぎない。中には公表で
きないようなこともあったが、さまざまな問題に直面し
た時も、事務局員や会員企業の皆さまに支えられなんと
か乗り越えることができたと思う。関係者の方々にはあ
らためて感謝の言葉を申し上げたい。
　本年をもって岡田新専務理事に引き継ぐことになった
が、今後も業界の発展のために指導力を発揮されること
と確信している。
　あらためて皆さまには長年のご協力に対し御礼を申し
上げて、11 年半の回顧を終わりたい。

公益社団法人 日本冷凍空調学会, JSRAE 

東京大学 

一般社団法人 日本冷凍空調工業会（日冷工） 

諏訪東京理科大学 

産業技術総合研究所 環境化学技術研究部門 

主査：飛原英治（東京大学） 
副主査：藤本 悟（日冷工） 

一般社団法人 日本自動車工業会 

九州大学 

NEDO 

微燃性冷媒リスク評価研究会 

産業技術総合研究所 安全科学研究部門 

経済産業省 

JSRAE保安委員会 

日冷工内体制 
日冷工・微燃性冷媒安全検討WG 

ミニスプリット ビルマル チラー 

オブザーバー 

図１　微燃性冷媒リスク評価研究会
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欧州 F ガス規制「やらなければならないことが山積み」
専門家が新たな規制を解説

　英国の冷凍空調の業界誌 RAC がパネル討論会「Fガ
ス規制クエスチョンタイム」を開催した。パネリストの
一人として環境コンサルタントのレイ・グラックマン氏
が新たな規制の要点を次のように解説している。
	●	新たな規制にはまだ一部に混乱もみられ、合理性や明
瞭性に欠けるところもある。しかし道筋は明らかであ
り、やらなければならないことが山積みしている。
	●	既存のシステムに影響のある規制は、サービス用冷
媒の補充禁止である。2020 年から冷媒充てん量が
CO2 換算で 40トン以上の機器で、GWPが 2,500 以上
の冷媒の補充は禁止となる。対象となる冷媒は主に
R404A であるが、R507 や R22 のドロップイン冷媒で
ある R434A と R422D なども該当する。店舗で使用さ
れるコンデンシングユニットのように小型のものやト
ラック用冷凍ユニットなど充てん量が 40トンに満た
ないものは除外となっている。医薬品のように庫内温
度が－ 50 ℃以下の冷凍庫も除外される。また回収し
て蒸留再生（リクレーム）された冷媒は 2030 年まで
充てん可能になっている。

	●	その他の禁止事項は、今後販売されるものについてで
ある。
	 ●	家庭用冷蔵庫と冷凍庫に GWP が 150 以上の HFC
を使用することは 2015 年から禁止となる。欧州で
はすでにハイドロカーボンに代替されているが、そ
うでない米国製のものなどは来年から輸入できなく
なるので対応を急がなくてはならない。

	 ●	アイスクリームの販売ケースやボトルクーラーなど
食品販売などで使用される密閉型の業務用冷蔵庫と
冷凍庫は GWPによって禁止の開始時期が２種類と
なる。GWPが 2,500 以上のものは 2020 年、150 以
上のものは 2022 年から禁止となる。

	 ●	定置式の冷凍装置で GWPが 2,500 以上の冷媒を使
用するものは 2020 年から禁止となる。これは 2020
年から GWPが 2,500 以上の冷媒の補充が禁止とな
ることと整合している。

	 ●	問題となる禁止項目の一つがスーパーマーケットな
どで使用される大型のマルチパック冷凍システムで
ある。対象は定格容量 40kW以上のものである。こ
こでいう定格容量とは、そのように書いてあるわけ
ではないが、冷凍能力を表しているものと考えられ

る。GWPが 150 以上の冷媒を使用するマルチパッ
ク冷凍システムは 2022 年から禁止となる。スー
パーマーケットは今後８年間で新しいシステムを開
発しなければならない。

	 ●	分離型エアコンの禁止も議論を呼ぶものとなってい
る。欧州議会はエアコンに厳しい規制を掛けようと
働きかけ、その結果勝ち取ったものが冷媒充てん量
３kg 未満のエアコンの 2025 年からの禁止である。
GWP が 750 を超える冷媒に適用される。禁止時
期は 2025 年からと遠い先ではあるが、重要なのは
GWPの閾値を 750 としたことである。使用できる
冷媒は R32 となってくる。小型の分離型にのみ適
用されるが、欧州には数百万台存在する。

	●	プレチャージされた分離型も管理されることになっ
た。当初の案は全体を禁止するものであったが、機器
に使用される冷媒の総量を割り当て方式で管理するこ
とに落ち着いた。

〔RAC, July 2014〕　

R1234yf を使用した車両、今年 300 万台に 
デュポン導入量の急増を予測

　米国デュポン社は、2014 年末までに世界でほぼ 300
万台の自動車が冷媒として R1234yf を使用するであろ
うと発表した。「環境保護庁（EPA）の認定だけでも自
動車メーカーへのインセンティブとしては十分であり、
これにより 2018 年までに米国市場で 50 ％以上の自動
車が R1234yf へ転換していくものと予測している」と
デュポン化学品・フロロ製品事業のティエリー・バンラ
ンカー社長は述べている。欧州については「MAC 指令
への適合が義務付けられているため、R1234yf への転換
率はさらに高くなるであろう」と語った。
〔RAC, July 2014〕

禁止内容 HFC冷媒 開始年
家庭用冷蔵庫と冷凍庫 GWP＞ 150 2015
業務用冷蔵庫と冷凍庫	
（密閉機器）

GWP＞
GWP＞

2,500	
150

2020	
2022

定置式冷凍装置（－ 50℃以下除く） GWP＞ 2,500 2020
定格容量 40kW以上の業務用マルチ
パックセントラル冷凍システム

GWP＞ 150 2022

可搬式家庭用エアコン（密閉タイプ）GWP＞ 150 2020

冷媒充てん量３kg 未満のシングル分
離型エアコン

GWP＞ 750 2025
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欧州委員会 2030 年までに 30％の効率化を提案 
高い目標であるが、実行可能

　欧州委員会は７月 23 日の報道会見で、2030 年に向け
てエネルギーの 30 ％効率化を進めると発表した。エネ
ルギーの効率化は、ビジネスにとっては新たな事業機
会、消費者にとっては安価なエネルギー料金、天然ガス
の輸入削減によるエネルギー安全保障、そして環境への
積極的な貢献となる。
　30 ％の目標はすでに達成した成果に基づいたものと
なっている。新たなビルはエネルギー消費が 1980 年代
の半分になっており、産業でも 2001 年と比較して約
19 ％の省エネを達成している。提案された目標は 2030
年までに CO2 の 40 ％削減を達成するのに必要な 25 ％
省エネを超えるものとなっている。
　欧州は 2020 年に 20 ％の効率化を目標としており、
現在 18 ～ 19 ％まで達成の見通しを得ている。欧州委
員会は目標達成に向けてメンバー各国に一層の努力を呼
びかけている。
〔JARN, August 25 2014〕
　
北米の空調市場  
2020 年までに 525 億 6,000 万ドルへ増加と予測

　米国の市場調査会社グランドビューリサーチの調査に
よると、北米の空調市場は 2020 年までに 525 億 6,000
万ドル（約５兆 7,290 億円）に達する。成長が持続して
いる建設産業が住宅、商業、産業市場の空調機の販売を
押し上げている。今後６年間、エネルギー効率のモニタ
リングも市場の成長を加速させる。
　分離型エアコンシステムの販売は、2013 年には全体
の 60 ％を超えた。設置のしやすさ、比較的低コスト、
また複数のコントロールモードなどが評価されている。
　住宅分野は 2013 年に 40 ％の構成比を占めているが、
今後も優勢を持続する。業務用の分野も世界平均を上回
る伸びとなる。
　北米市場では米国が 2013 年に 83 ％以上のシェアを
占めており、EPA が発行したエネルギー効率化ガイ
ドラインの結果、将来も主要な役割を継続する。メキ
シコは最も成長が早く、2014 年から 2020 年まで年率
10.3 ％の成長率と予測される。
〔JARN, July 25 2014〕

トレーン R1233zd(E) 遠心式チラーを発売 
チラーで HFO 冷媒の使用は世界初

　空調機メーカーが欧州の新しい F ガス規制への対
応を急いでいる。トレーンは６月末に次世代冷媒の
R1233zd(E) を採用した遠心式チラーシリーズ Eセント
ラバックの発売をフランスで発表した。チラーに HFO
冷媒を世界で初めて採用した。
　トレーンによると、シリーズ Eセントラバック水冷
遠心式チラーは欧州で販売され、地域冷暖房を含めて大
規模な業務用ビルの空調に使用される。容量は 2,600kW
～１万 4,000kW。この容量におけるこれまでの最も効
率のよい装置よりも、部分負荷でも全負荷においても
10 ％の効率アップを図っている。
　R1233zd(E) は不燃性で低毒性となっている。当初は発
泡剤として開発され
たものであるが、冷
凍サイクルとしての
効率が高くR123 の
代替冷媒となった。
ASHRAE の燃焼性
区分では A1、GWP
は欧州 F ガス規制
で は 4.5、UNEP で
は６となっている。　　
〔JARN,  Ju l y  25 
2014〕

IPCC 地球温暖化により空調のブームを予測

　国連の IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は
地球温暖化により空調の役割が世界で増加するとみて
いる。住宅の空調、特に中間層での住宅では 2100 年
までに現在の 30 倍の規模にまで成長し、電力負荷は
300TWhから１万TWhにまで増加すると予測している。
〔JARN, August 25 2014〕

中国  “ グリーンビル評価基準 ”  2015 年から発効

　中国の住宅と都市・農村建設部は国家標準として“グ
リーンビルディング評価基準（GB/T50378-2014）”を
承認した。2015 年１月１日から発効する。
〔JARN, July 25 2014〕

　　　写真１  トレーン、欧州向け　　　　
　　　　　　R1233zd(E) 遠心式チラー
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■ EPA が高 GWP 冷媒のフェーズアウトを提案
　米国環境保護庁（EPA）が新設およびレトロフィットでスー
パーマーケットでは R404A と R507 をできるだけ早く2016
年にはフェーズアウトする提案を行った。店舗で使用する冷
媒は自然冷媒と HFO とする意向。さらに 2017 年までに新
設の独立型店舗用機器での R134a の使用禁止も提案した。
この提案は EPA の「重要新規代替物質政策（SNAP）」の
一部であり、末端使用者の高 GWP 冷媒への依存を減らす
という欧州の F ガス規制とも連携するものとなっている。
　EPA はこれらの冷媒を全ての用途で禁止はしていな
いが、高 GWP 冷媒の店舗での使用は“承認できない”
としている。同時に米国は欧州に倣って新車のカーエア
コンで R134a の使用をフェーズアウトする提案を行っ
た。自動車メーカーには 2021 年モデルまでに実施する
ことと、時間的には猶予を与えている。
　SNAP のもとで“承認できない”と指定されることは、
その冷媒を特定の用途でオゾン層破壊物質（ODS）の
代替として使用することは違法ということを意味する。
■業界誌編集者による EPA 提案の解説
　米国の「Air Conditioning, Heating and Refrigeration 
News」誌の編集者であるピーター・パウエル氏は「EPA
の提案は単なる提案である。この先どうなるかは推測す
るしかない」と、次のように述べている。
	●	EPA の提案は特定の新設およびレトロフィットに関わるもの

であり、新規および輸入の HFC 冷媒がどれだけ市場に供給
されるかといった生産のフェーズアウトには言及していない。

	●	EPA は受け入れ可能でコスト効率もよい代替冷媒が存
在しない限り、ある用途において冷媒の使用を禁止する
ことはしないというシグナルを産業界に送ってきている。

	●	EPA はある HFC と HFC のブレンドに対して、ほか
に代替物質が存在するか、または潜在的に存在する場
合に、“承認できる”から“承認できない”へとリス
トを修正することを提案している。

	●	EPA はいかなる特定の HFC であっても全ての分野、また
は末端の利用を“承認できない”とすることはしない
と注記している。またいかなる特定の分野についても、
承認できる代替物質は非 HFC でなければならないと
いった提案もしない。

	●	フッ素系（HFC、HFO）と非フッ素系（HC、CO2）
代替物質は双方ともに潜在的には“承認できる”にな
りうる。しかし SNAP の歴史と大気浄化法セクショ
ン 612 とも一致させるために、代替物質は SNAP の
評価基準と現在の一連の代替物質または潜在的な代替
物質と整合しなければならない。

■可燃性へ必要となる多くの対応
　パウエル氏は次のように付け加えている。
	●	現在、産業界は高 GWP 冷媒の代替物質として低 GWP、

HFC や HFO、また CO2 などの自然冷媒および HC に着
目している。しかしこれらのほとんどがいくらか可燃性の
問題があり、CO2 の場合は用途の範囲に制限がある。

	●	これから広く使われようとしているほぼ全ての代替冷媒
として、可燃性冷媒を使いこなすには、機器の設計、
ビルの規制、技術者の訓練などを変更しなければなら
ない。米国において冷凍分野は革命ではなく進化である。

■ EPA の提案内容
	●	新設およびレトロフィットの店舗での食品冷凍（独立

型機器、コンデンシングユニット、直膨型スーパーマー
ケット・システムおよび間接型スーパーマーケット・
システムを含む）、新設およびレトロフィットでの自
販機において、2016 年１月１日付で HFC のブレンド
であるR507AおよびR404Aは“承認できない”とする。

	●	新設およびレトロフィットでの食品冷凍（直膨型スー
パーマーケット・システムおよび間接型スーパーマー
ケット・システムを含む）において、2016 年 1 月１日付
で R227ea、R407B、R421B、R422A、R422C、R422D、
R428A および R434A は“承認できない”とする。

	●	新設の独立型店舗食品冷凍および新設の自販機におい
て、2016 年１月１日付で R134a および HFC 冷媒の
ブレンドは“承認できない”とする。

	●	2017モデル年までに自動車用途から高 GWP 冷媒を削
除する。削除する冷媒は SP34E、R426A、R416A、
R406A、R414A、R414B、R414B（HCFC ブレンド、呼
称：オミクロン）、デルタ（HCFC ブレンド、呼称：フリー
ゾーン）、フリーズ12、GHG-X5、およびランブダ（HCFC
ブレンド、呼称：GHG-HP）。

（出典　RAC, August, 2014）

米国におけるHFC 規制の動向
―EPAが 2016 年には高GWP冷媒のフェーズアウトを提案



冷凍空調機器実績
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◆冷凍空調機器実績総括（１）
（単位：金額＝ 10 億円、前年同月比＝％）

冷凍空調機器合計 冷凍空調用圧縮機合計
生産金額 前年同月比 輸出金額 前年同月比 輸入金額 前年同月比 生産金額 前年同月比 輸出金額 前年同月比 輸入金額 前年同月比

2012 暦 年 1,859 104.0 321 87.5 287 103.7 324 99.9 143 88.9 25 103.3
2013 〃 1,869 100.6 344 107.2 350 122.3 325 100.4 155 109.9 31 122.3
2012 会 計 年 度 1,778 99.7 324 90.2 296 108.6 319 97.9 146 93.8 24 100.1
2013 〃 1,925 103.6 347 108.3 340 115.0 329 101.6 154 108.4 31 128.6

2013 年 10 ～ 12 月 462 109.3 87 117.2 70 131.4 84 112.1 40 111.7 8 141.7
2014 年 1 ～ 3 月 483 108.2 91 105.0 54 97.6 80 98.9 38 104.3 5 91.5

4 ～ 6 月 547 103.8 92 108.3 126 104.7 83 99.1 38 97.9 10 102.4
7 ～ 9 月

2013 年 7 月 194 103.0 29 105.6 49 128.3 31 102.0 13 107.2 3 129.2
8 月 132 97.8 25 111.9 26 128.0 23 97.0 11 106.9 2 145.5
9 月 137 100.6 30 109.2 21 133.3 27 100.9 13 101.4 2 129.2

10 月 156 104.6 28 120.7 22 133.0 28 104.0 14 120.5 3 144.8
11 月 154 108.3 29 122.9 25 127.7 29 116.6 13 112.3 3 142.0
12 月 152 115.6 30 109.4 23 137.3 27 116.7 13 103.4 2 137.9

014 年 1 月 150 113.9 26 119.7 32 140.3 26 107.0 11 118.9 3 170.6
2 月 162 112.8 31 103.6 25 140.6 26 100.7 13 100.8 2 156.8

2 3 月 171 116.1 34 97.1 29 119.5 28 107.4 14 98.0 3 154.1
4 月 176 103.7 33 116.1 35 121.1 28 93.6 14 107.3 3 110.2
5 月 176 102.2 30 109.3 42 97.7 27 94.3 12 94.5 3 111.3
6 月 194 105.5 29 99.9 49 101.1 29 98.6 12 91.6 3 88.5
7 月 193 102.8 29 101.9 43 86.9 30 97.4 13 101.7 3 83.2
8 月 123 98.3 29 114.4 15 56.4 23 88.9 13 116.5 2 77.3
9 月

												          

◆冷凍空調機器実績総括（２）
（単位：金額＝ 10 億円、前年同月比＝％）

空気調和関連機器合計 冷凍冷蔵関連機器合計
生産金額 前年同月比 輸出金額 前年同月比 輸入金額 前年同月比 生産金額 前年同月比 輸出金額 前年同月比 輸入金額 前年同月比

2012 暦 年 1,345 103.0 157 90.2 238 104.3 182 120.5 21 65.3 24 98.5
2013 〃 1,361 101.2 160 101.2 291 122.6 175 96.4 30 141.2 28 118.9

2012 会 計 年 度 1,275 98.6 155 90.3 247 110.5 179 115.1 22 71.1 24 99.3
2013 〃 1,406 104.5 163 105.0 282 113.9 182 100.2 29 130.2 27 113.6

2013 年 10 ～ 12 月 334 111.3 40 121.6 54 131.6 42 91.4 7 125.6 8 129.3
2014 年 1 ～ 3 月 355 109.6 46 108.8 44 99.7 45 115.9 7 87.6 5 86.6

4 ～ 6 月 409 117.7 47 120.8 107 103.6 53 109.6 7 98.4 9 123.7
7 ～ 9 月

2013 年 7 月 145 103.9 13 98.3 43 128.4 17 94.0 3 147.5 3 125.7
8 月 95 100.0 12 107.0 22 127.6 14 87.4 2 203.8 3 118.2
9 月 94 101.6 14 104.8 16 136.7 15 93.9 3 224.2 2 116.7

10 月 112 108.1 12 114.8 16 131.7 16 86.1 3 158.1 3 129.2
11 月 110 110.2 14 128.9 19 124.8 14 85.0 2 163.1 3 136.5
12 月 112 115.8 15 121.0 19 139.4 12 110.0 2 85.0 2 120.9

2014 年 1 月 110 127.1 13 125.9 26 138.4 13 107.8 2 90.7 3 133.3
2 月 120 136.4 15 106.0 21 140.9 15 129.8 3 103.5 2 122.8
3 月 125 131.9 17 100.7 23 114.7 17 122.9 2 74.1 3 141.4
4 月 130 122.1 17 130.9 29 122.1 17 127.6 2 86.3 3 124.1
5 月 132 115.5 16 124.3 35 95.6 17 109.3 2 107.8 3 110.4
6 月 146 116 14 107.8 43 100.1 19 110.1 3 101.4 3 139.5
7 月 140 110.6 13 103.2 36 85.7 22 121.0 3 96.3 3 107.3 
8 月 85 117 13 113.5 10 47.5 15 99.8 3 108.9 3 112.4
9 月

出所：生産金額…経済産業省「機械統計」、輸出金額・輸入金額…財務省「貿易統計」

出所：生産金額…経済産業省「機械統計」、輸出金額・輸入金額…財務省「貿易統計」



出所：一般社団法人 日本冷凍空調工業会
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出所：経済産業省「機械統計」

◆冷凍空調機器分野別販売金額
（単位：金額＝ 10 億円、前年同月比＝％）

輸送機械用エアコン ユニット形エアコン 空調設備用機器 冷凍冷蔵関連機器
販売金額 前年同月比 販売金額 前年同月比 販売金額 前年同月比 販売金額 前年同月比

2012 暦 年 344 114.1 1,030 104.2 83 100.7 189 119.4
2013 〃 329 95.9 1,109 108.1 77 106.8 188 96.3
2012 会 計 年 度 332 101.3 1,034 105.4 83 91.2 187 114.6
2013 〃 333 96.8 1,160 112.6 78 99.9 189 99.9

2013 年 10 ～ 12 月 84 111.5 226 113.1 23 97.0 51 91.4
2014 年 1 ～ 3 月 85 86.5 286 123.4 23 95.7 42 110.4

4 ～ 6 月 80 101.1 313 104.8 17 112.3 54 115.5
7 ～ 9 月

2013 年 7 月 31 95.4 152 110.9 7 66.5 17 90.1
8 月 24 94.1 94 102.5 5 98.1 18 91.8
9 月 29 111.9 78 105.9 7 85.2 16 97.8

10 月 30 115.5 70 120.3 7 106.2 17 92.8
11 月 28 115.0 88 120.2 7 107.9 17 94.6
12 月 26 111.3 93 120.3 7 91.1 17 115.3

2014 年 1 月 24 92.5 53 128.5 6 96.0 12 117.4
2 月 30 111.1 95 127.0 8 103.3 13 106.4
3 月 31 107.2 108 113.1 9 111.3 16 98.9
4 月 26 101.3 75 122.5 6 102.6 16 117.7
5 月 25 96.1 93 97.7 6 105.3 17 104.2
6 月 29 105.6 144 101.9 6 132 21 124.4
7 月 30 98.1 144 94.6 5 78.8 23 128.7
8 月 21 89.9 88 94.5 6 113.3 17 104.6
9 月

◆国内出荷台数
（単位：台数＝千台（GHP のみ台）、前年同月比＝％）

ルームエアコン パッケージエアコン ガスエンジンヒートポンプエアコン（GHP） 家庭用ヒートポンプ給湯機
出荷台数 前年度月比 出荷台数 前年度月比 出荷台数 前年度月比 出荷台数 前年度月比

2012 暦 年 8,487 102.5 784 100.8 27,428 164.8 454.5 87.3
2013 〃 9,013 106.2 804.3 102.6 27,350 99.7 442.2 97.3
2012 会 計 年 度 8,521 102.6 780.1 100.3 27,301 127.2 446.7 89.9
2013 〃 9,423 110.6 834.8 107.0 29,288 107.3 459.5 102.8

2013 年 10 ～ 12 月 1,584 121.7 187.2 113.7 7,972 95.2 115.0 103.7
2014 年 1 ～ 3 月 2,051 125.0 209.6 117.0 7,945 132.3 131.3 115.2

4 ～ 6 月 2,747 96.8 246.8 100.4 6,190 109.1 101.1 98.1
7 ～ 9 月 2,501 84.8 237.4 98.8 8,370 109.2 101.9 92.5

2013 年 7 月 1,698 111.4 95.5 107.5 2,450 101.0 36.7 100.6 
8 月 770 97.9 75.7 101.4 3,240 105.7 20.9 135.2 
9 月 483 100.5 69.2 103.0 1,974 112.2 42.2 97.8 

10 月 352 124.2 61.8 116.7 2,400 89.1 35.6 106.4 
11 月 538 123.6 63.5 112.6 3,291 100.3 38.7 98.7 
12 月 694 119.1 61.9 111.9 2,281 95.2 40.6 106.4 

2014 年 1 月 575 138.7 61.0 119.0 2,333 129.3 35.6 113.3 
2 月 675 140.8 66.1 117.9 2,829 151.0 39.5 112.3 
3 月 801 107.2 82.5 114.9 2,783 119.4 56.2 118.6 
4 月 469 121.0 52.7 107.3 1,679 101.1 34.5 106.1 
5 月 767 90.3 65.8 99.5 2,367 115.1 32.0 98.5
6 月 1,511 94.4 85.3 103.6 2,144 107.7 34.6 90.9
7 月 1,424 83.9 93.6 98.0 2,392 97.6 33.7 91.9
8 月 676 87.7 72.7 96.0 3.447 106.4 28.5 91.1 
9 月 402 83.2 71.2 102.8 2,531 128.2 39.7 94.1 



工業会からのお知らせ 工業会からのお知らせ 
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「５・７・５」でつづるエアコン暖房のエピソード
―第５回「エアコン暖房川柳」大募集！

「エアコン暖房川柳」11月１日（土）より 募集開始！

　11 月７日は立冬。日暮れが早まり、朝夕には空気の
冷たさを感じ始めるころです。暖房の活躍時期、需要の
多い時期に向かう立冬を、工業会では「エアコン暖房の
日」と定め、パワフル、省エネ、クリーンなエアコン暖
房の普及に努めています。この「エアコン暖房の日」を
幅広く認知していただくため、今年も「エアコン暖房川
柳」を募集します。「快適だったこと」や「節約になっ
たこと」といったエアコン暖房でためになったこと、自
宅や職場、学校などで取り組んでいることや気がついた
ことなど、エアコン暖房に関するエピソードを「５・７・

５」の川柳にしてお送りください。
　募集期間は 11 月１日（土）～ 30 日（日）で、入選
作品は 12 月 24 日（水）に工業会ホームページで発表
します。
　たくさんのご応募、お待ちしています。

＜過去の最優秀賞＞
●	第１回

　　　『エアコンで　ハイハイエリア　拡大中』	 福井県 金田様

●	第２回
　　　『客の間の　暖房つけて　孫を待つ』	 東京都 野村様

●	第３回
　　　『エアコンを　つけて集まる　エコ家族』	 鹿児島県 ポンポコ様

●	第４回
　　　『エアコンを　買い替えて知る　低燃費』	 宮崎県 和田様
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応募の詳細

立冬は、｢エアコン暖房の日｣ です！
【エアコン暖房川柳募集キャンペーン】

名　　 称：エアコン暖房川柳
応募件数：１人３句までご応募いただけます。
応募期間：2014 年 11 月１日（土）～ 11 月 30 日（日）※消印有効
内　　 容：「エアコン暖房のエピソード」に関するものであれば、何でも川柳にしてください。

※ 快適だったことや節約になったことを句中で表現すること。
※ 応募は自作で未発表のものに限ります。
※ 応募にあたり、個人情報の取り扱いに関する法令およびその他の規範を順守し、個人情報を適正に

取り扱います。
賞　　 品：最優秀賞 　１名 ３万円分の図書カード

優 秀 賞 　５名 １万円分の図書カード
佳 作 　10 名５千円分の図書カード

応 募 先：〒 106-8791　麻布郵便局留 エアコン暖房川柳 係
必要事項：ハガキに住所、氏名、年齢、電話番号をご記入の上、上記までお送りください。

ペンネームでの応募も OK です。
選　　 者： ● 一般社団法人日本冷凍空調工業会・家庭用エアコン企画専門委員会

● エアコン暖房の日キャンペーン事務局
当選発表：2014 年 12 月 24 日（水）に工業会ホームページで入選作品を発表します。
諸 権 利：応募作品は返却しません。著作権など一切の権利は主催者側に帰属します。

※ 応募作品の個人情報は慎重に取り扱い、本キャンペーンの目的以外には一切使用しません。

＜「エアコン暖房川柳」に関するお問い合わせ先＞
	 ㈱スプレ・エィディー（エアコン暖房の日　キャンペーン事務局）
		  〒 106-0041　東京都港区麻布台２－３－ 22　一乗寺ビル
		  担当：相原、小室　　　TEL：03-3560-8222　　　E-mail：senryu ＠ spre-ad.co.jp

INFOMATIONINFORMATION

平成 26年工業統計調査を実施します

　工業統計調査はわが国の工業の実態を明らかにすることを目的とした、統計法に基づく報告義務がある重要な統
計調査です。
　調査結果は中小企業施策や地域振興などの基礎資料として利活用されます。調査時点は平成 26 年 12 月 31 日
です。調査票へのご回答をお願いいたします。

平成 26年工業統計調査の
実施について（経済産業省）

１

　経済産業省の工業統計調査実施についてのお
知らせがまいりましたので、ご紹介します。



INFOMATIONINFORMATION

JRECO と日設連が
フロン排出抑制法の
説明会を開催

　2015 年４月１日より「フロン排出抑制法」が施行さ
れます。それに先駆け JRECO と日設連では、経済産
業省の受託事業として「フロン排出抑制法」の説明会
を 10 月から行っています。2014 年 11 月～ 2015 年３
月までの説明会の日程についてお知らせします。
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　「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）」が 2015 年４月１日から施行さ
れますが、今回の法改正は、改正事項が多岐にわたることから、一般財団法人 日本冷媒・環境保全機構（JRECO）
と一般社団法人 日本冷凍空調設備工業連合会（日設連）が対象者別に説明会を行っています。
　　● A 講座：「ユーザー｣ 向けフロン排出抑制法説明会（JRECO）
　　● B 講座：「設備施工・保守・メンテナンス業者｣ 向けフロン排出抑制法説明会（JRECO）
　　● C 講座：「ユーザー｣ 向け簡易点検説明会（日設連）
　改正法の理解のために是非ご活用ください。
      ※１　Ａ講座、Ｂ講座およびＣ講座は同一日に同じ会場で開催されます
      ※２　Ａ講座とＣ講座は同日受講が可能です

　以下、2014 年 11 月～ 2015 年３月までの説明会の日程と場所を紹介します。
　なお、その他詳細については JRECO と日設連のホームページをご覧ください。
　　● JRECO	 ：http://www.jreco.or.jp/
　　● 日設連	 ：http://www.jarac.or.jp/

＜ 2014 年＞ ＜ 2015 年＞
11 月  4 日 広島市：広島市文化交流会館 1 月  8 日 大垣市：ソフトピアジャパン
11 月 10 日 福岡市：㈱電気ビル 本館カンファレンス 1 月 13 日 秋田市：秋田テルサ
11 月 11 日 仙台市：勝山公園カンファレンスルーム 1 月 14 日 奈良市：奈良商工会議所
11 月 17 日 さいたま市：ソニックシティビル 1 月 15 日 大分市：ホルトホール大分
11 月 17 日 名古屋市：名古屋国際会議場 1 月 16 日 宮崎市：宮崎県建設技術センター
11 月 18 日 新潟市：新潟市産業振興センター 1 月 19 日 津　市：サン・ワーク津
11 月 25 日 神戸市：神戸商工会議所 1 月 20 日 富山市：協同組合 富山問屋センター 富山流通会館
11 月 25 日 徳島市：アスティとくしま 1 月 20 日 松山市：ひめぎんホール
11 月 26 日 高知市：高知城ホール 1 月 21 日 高松市：高松商工会議所
12 月  1 日 鹿児島市：鹿児島県市町村自治会館 1 月 21 日 金沢市：石川県地場産業振興センター
12 月  1 日 長野市：長野市生涯学習センター 1 月 22 日 東　京：機械振興会館
12 月  2 日 上益城郡：グランメッセ熊本 1 月 27 日 松江市：くにびきメッセ
12 月  4 日 福井市：福井県国際交流会館 1 月 28 日 鳥取市：鳥取県とりぎん文化会館
12 月 10 日 滝沢市：岩手産業文化センター　アピオ 2 月  2 日 那覇市：沖縄産業支援センター
12 月 10 日 前橋市：前橋問屋センター 2 月  3 日 山形市：山形ビッグウィング
12 月 11 日 青森市：青森市はまなす会館 2 月  4 日 郡山市：ビッグパレットふくしま
12 月 16 日 千葉市：千葉県教育会館 2 月 10 日 和歌山市：和歌山商工会議所
12 月 17 日 京都市：京都府中小企業会館 2 月 10 日 甲府市：山梨県立中小企業人材開発センター
12 月 17 日 静岡市：「あざれあ」静岡県男女共同参画センター 2 月 16 日 岡山市：岡山商工会議所
12 月 22 日 横浜市：かながわ労働プラザ 2 月 17 日 山口市：山口県セミナーパーク

2 月 18 日 札幌市：北海道建設会館
2 月 25 日 東　京：機械振興会館
2 月 26 日 長崎市：長崎県勤労福祉会館
2 月 27 日 福岡市：福岡市民会館
3 月  2 日 大阪市：エル・おおさか
3 月  3 日 名古屋市：名古屋国際会議場

２

※すでに定員に達している講座もありますことをご承
知おきください。申し込み状況などの詳細について
は JRECO、日設連のホームページをご覧ください。 
なお、それぞれのホームページから、各講座のお申し
込みもできます。



会議室 2014 年８月・９月

2014 年８月の会議

＜一般委員会＞
　【広報委員会】
　　▶広報委員会［8/20］
　【統計調査委員会】
　　▶統計調査委員会［8/25］
　【展示会委員会】
　　▶展示会委員会［8/5］
　【欧州空調委員会】
　　▶空調グローバル委員会［8/6］
　　▶空調グローバル委員会・海外法規制小委員会［8/29］
　　▶欧州空調副委員会［8/26］
　【機械安全委員会】
　　▶機械安全委員会［8/25］
    【EMC 委員会】
　　▶ EMC 委員会［8/7］
　【検定制度運営委員会】
　　▶ルームエアコン検定副委員会［8/8］
　　▶パッケージエアコン検定副委員会［8/29］
　【環境企画委員会】
　　▶環境企画委員会［8/26］
　　▶環境企画委員会・微燃性冷媒安全検討 WG［8/5］
　　▶環境企画委員会・微燃性冷媒安全検討 WG・ミニスプリット

リスクアセスメント SWG（Ⅰ）［8/4］
　　▶環境企画委員会・微燃性冷媒安全検討 WG・チラーリスクア

セスメント SWG［8/7］
　　▶環境企画委員会・微燃性冷媒安全検討 WG・ビル用マルチリ

スクアセスメント SWG［8/26］
　
＜製品委員会＞
　【家庭用エアコン委員会】
　　▶家庭用エアコン企画専門委員会［8/29］
　　▶家庭用エアコン企画専門委員会・広告表示 WG［8/22］
　　▶家庭用エアコン企画専門委員会・ヒートポンプ温水床暖シス

テム分科会［8/6］
　　▶家庭用エアコン技術専門委員会［8/27］
　　▶除湿機企画専門委員会［8/7］
　【業務用エアコン委員会】
　　▶業務用エアコン企画専門委員会［8/20］
　　▶業務用エアコン公共仕様WG［8/5］
　　▶パッケージエアコン技術専門委員会・JRA GL-13 対応分科会

［8/22］
　【ヒートポンプ給湯機委員会】
　　▶家庭用ヒートポンプ給湯機企画専門委員会［8/20］
　　▶家庭用ヒートポンプ給湯機企画専門委員会・広告表示 WG

［8/20］
　　▶家庭用ヒートポンプ給湯機技術専門委員会［8/28］
　　▶家庭用ヒートポンプ給湯機技術専門委員会・ガイドライン化

対応 WG［8/5］
　　▶家庭用ヒートポンプ給湯機技術専門委員会・ガイドライン化

対応 WG［8/27］
　　▶業務用ヒートポンプ給湯機連絡会・セミナー検討 WG［8/21］
　　▶業務用ヒートポンプ給湯機連絡会・PR パンフ検討 WG［8/21］
　　▶業務用ヒートポンプ給湯機技術分科会［8/25］
　【GHP 委員会】
　　▶ GHP・JIS 原案作成委員会［8/5］
　　▶ GHP・JIS 原案作成委員会［8/26］
　【大形冷凍機委員会】
　　▶大形冷凍機委員会［8/6］
　　▶吸収式冷凍機技術専門委員会［8/28］
　【空調器委員会】
　　▶空調器技術専門委員会［8/22］
　【業務用冷機応用製品委員会】
　　▶冷機応用製品技術専門委員会［8/28］
　　▶冷機応用製品技術専門委員会・冷機関連規格基準検討分科会

［8/29］
　【ショーケース委員会】
　　▶ショーケース技術専門委員会［8/26］

2014 年 9 月の会議

＜理事会＞
　【理事会】
　　▶理事会［9/22］

＜政策審議会＞
　【政策審議会】
　　▶政策審議会［9/12］
　　▶政策審議会 WG［9/12］

＜一般委員会＞
　【総務委員会】
　　▶総務委員会［9/3］
　【広報委員会】
　　▶広報委員会［9/17］
　【統計調査委員会】
　　▶統計調査委員会［9/30］
　【展示会委員会】
　　▶展示会委員会［9/5］
　　▶展示会委員会・キービジュアル検討 WG［9/19］
　【検定制度運営委員会】
　　▶ルームエアコン検定委員会［9/26］
　　▶ルームエアコン検定委員会・RAC4 試験設備 WG［9/3］
　　▶パッケージエアコン検定委員会［9/19］
　　▶家庭用ヒートポンプ給湯機検定委員会［9/10］
　　【環境企画委員会】
　　▶環境企画委員会・微燃性冷媒安全検討 WG・GHPリスクアセ

スメント SWG［9/2］
　　▶冷媒関連国際規格提案検討 WG［9/2］
　【温暖化対応委員会】
　　▶温暖化対応委員会・温暖化対応委員会・低温機器冷媒転換動

向調査 WG・別置 CO2 SWG［9/9］

＜製品委員会＞
　【車両用エアコン委員会】
　　▶車両用エアコン委員会・冷媒・燃費動向調査 WG［9/5］
　【家庭用エアコン委員会】
　　▶家庭用エアコン企画専門委員会・同広告表示 WG 合同会議

［9/25］
　　▶家庭用エアコン企画専門委員会・ヒートポンプ温水床暖シス

テム分科会［9/16］
　　▶家庭用エアコン技術専門委員会［9/17］
　【業務用エアコン委員会】
　　▶業務用エアコン企画専門委員会［9/16］
　　▶パッケージエアコン技術専門委員会［9/10］
　　▶チリングユニット企画専門委員会・同技術専門委員会合同会

議［9/25］
　【ヒートポンプ給湯機委員会】
　　▶家庭用ヒートポンプ給湯機企画専門委員会［9/26］
　　▶家庭用ヒートポンプ給湯機企画専門委員会・広告表示 WG

［9/26］
　　▶家庭用ヒートポンプ給湯機技術専門委員会・サービス WG

［9/17］
　【GHP 委員会】
　　▶ GHP 委員会［9/8］
　　▶ GHP・JIS 原案作成分科会［9/25］
　【大形冷凍機委員会】
　　▶ターボ冷凍機技術専門委員会［9/19］
　【全熱交換器委員会】
　　▶全熱交換器委員会・JIS 改正 WG［9/10］
　【ショーケース委員会】
　　▶ショーケース委員会［9/19］
　【小形冷凍機委員会】
　　▶小形冷凍機委員会・容積形冷凍機技術専門委員会合同委員会

［9/17］
　【大形低温施設委員会】
　　▶大形低温施設委員会・アンモニア冷凍装置普及分科会［9/9］
　【要素機器委員会】
　　▶要素機器委員［9/3］
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編集後記
９月27日の木曽の御嶽山の噴火、２週連続での台風上陸。しかもその台風と
きたら、２つとも関東を直撃 (>_<)。おまけに２つとも今シーズン最大級だと
か ＼(◎o◎)／！　この１カ月は自然の驚異、恐ろしさを改めて思い知らされ
てたような気がします。

あの台風のころから、急に朝晩が涼しくなりました。昼間もたまに夏日には 
なるものの、かなり過ごしやすくなってきています。この秋の気候が少しでも
長く続きますように (̂ )̂/

ところでこの号の発行が10月31日。ということは、今年も残すところあと２カ月。
11月に入いると、東京タワーの下にはクリスマスツリーが飾られます。
ちょっと早い気もしますが、毎年のことなので、いよいよ今年もあと２カ月というサインになって
います。
大晦日あたりに「今年もいい年だった！」と言えるよう、残りの２カ月を充実したものにできると
いいですね。

さて、今回からいよいよ「海外駐在記」が始まりました。タイトルどおり、海外勤務経験者の方の
体験談です。初回は身内から、専務理事の岡田の体験談です。今後は会員の方々にも協力して 
いただき、続けていきたいと思っています。持ち込み原稿、大歓迎です。
「書いてもいいよ！」という方がいらっしゃいましたら、ぜひご連絡ください。
お待ちしておりま～～～～～～～す (̂ )̂/~~~

会員向けホームページからのお知らせ
●「JRA 規格」のダウンロードについて 

JRA 規格のすべてについて，概要を紹介。無料でダウンロードすることができます。

会員向けホームページのご案内
●「冷凍と空調」はホームページでもご覧いただけます。
●	会社が一般社団法人日本冷凍空調工業会の正会員または賛助会員の方で，「冷凍と空調」の読者になっておられる方は，簡単な手続きでご

覧いただけるようになります。
●	登録は，一般社団法人日本冷凍空調工業会の会員向けホームページの認証画面にある「登録申込み」をクリックし，必要事項を入力してく

ださい。委員会に参加されていない方は，備考欄に「冷凍と空調読者」と入力してください。
	 　会員向けホームページ
	 　URL　http://www. jraia.or. jp/member/
●「冷凍と空調」読者の方でも，会社が一般社団法人日本冷凍空調工業会の会員になられていない方は登録できませんのでご承知おきください。

「冷凍と空調」の最新号は一般向けホームページでもご覧いただけます！
　 ※ 一般向けホームページでご覧いただけるのは，最新号のみで，バックナンバーはご覧いただけません。また、PDF でのダウンロードと印刷もできません。



直接目にすることはできなくても
確かに示す存在感

新鮮な商品をお届けしようとする心。その理念は、私たちのあらゆる製品、そして私たち社員の胸に強く
刻まれており、広範な製品ラインナップ、世界をリードする高いクオリティ、そして卓越したサービスにも
映し出されています。BITZERは、単なるコンプレッサー以上のものを確実にお届けします。また、BITZER自身、
そしてBITZERの製品が信頼に足る存在であることをお約束いたします。食品の冷凍、オフィスの空調、
血 漿 の冷凍、生 産 設 備 の 温 度 制 御 など、B I T ZER はあらゆる冷凍・空 調アプリケーションで 最 適な
ソリューションをご提供いたします。当社の製品の詳細については以下のHPをご覧ください。www.bitzer.jp

 産業用、冷蔵冷凍空調用圧縮機 
 コンデンシングユニット、圧力容器 
 自然冷媒ユニット開発製造

株式会社ビッツァー・ジャパン
〒560-0082 // 大阪府豊中市新千里東町1-4-2

千里ライフサイエンスセンタービル14F

Tel 06-6873-8555 // Fax 06-6873-8556

主    催 ▶一般社団法人  日本冷凍空調工業会

      〒105-0011  東京都港区芝公園 3-5-8　 機械振興会館 201
      TEL : 03-3432-1671  FAX : 03-3438-0308
      ウエブサイト  http://www.jraia.or.jp

 詳細情報はホームページ上で随時更新していきます

Topics

THE  JAPAN  REFRIGERATION  AND  AIR  CONDITIONING  INDUSTRY  ASSOCIATION (JRAIA)

INTERNATIONAL
SYMPOSIUM
KOBE 2014

INTERNATIONAL
SYMPOSIUM
KOBE 2014

THE  INTERNATIONAL  SYMPOSIUM

NEW REFRIGERANTS and
ENVIRONMENTAL TECHNOLOGY 2014

Nov. 20 (Thu)  ̃21(Fri)  2014
● Environment Issue
● New  Refrigerants  and  Their System
● Safety  Analyses  of  2L  refrigerants
● Compressors  and  Lubricants
● Energy  Conservation
● Energy  Management  System (EMS)
● Desiccant  Air- conditioning  System

　　　　　　　    ● Environment Issue
　　　　　　    ● New  Refrigerants  and  Their system
　　　　　    ● Safety  Analyses  of  2L  refrigerants
　　　　    ● Compressors  and  Lubricants
　　　    ● New  Refrigerants  and  their  system
　　    ● Energy  Management  System (EMS)
　    ● Desiccant  Air- conditioning  System

Kikai Shinko Bldg. 201, 5-8, Shibakoen 3-chome, Minato-ku, Tokyo 105-0011, JAPAN
Tel : +81-3-3432-1671        Fax : +81-3-3438-0308

The  Japan  Refrigeration  and  Air  Conditioning 
Industry  Association (JRAIA)

Sponsor

Registration 
& 

Inquiries

Kobe Symposium 2014 Secretariat 
● Kinkinippon Tourist Co., Ltd.  Global Business Management Branch
12F Sumitomo-shoji Kanda-Izumi-cho Bldg., 1-13, Kanda-Izumi-cho, Chiyoda-ku, Tokyo, 101-0024, JAPAN
Tel : + 81-3-6891-9600         Fax : + 81-3-6891-9599         E-mail :  jraia2014-gbm@or.knt.co.jp

International
Conference Center Kobe, 
Main Hall, Kobe, Japan

THE  INTERNATIONAL  SYMPOSIUM

NEW REFRIGERANTS and
ENVIRONMENTAL TECHNOLOGY 2014

English, Japanese
 (Simultaneous Interpretation)

http://www.jraia.or.jp/english/index.html★ To find out the latest information, please  visit
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冷凍空調は、私たちのくらしのあらゆるところで活躍しています。

■ 地下鉄 東京メトロ日比谷線〔神谷町駅〕より　徒歩約7分
 都営三田線〔御成門駅〕より　徒歩約10分
 都営浅草線〔大門駅〕より　徒歩約12分
 大江戸線赤羽橋駅より　徒歩約10分

■ JR線 〔浜松町駅〕より徒歩約15分

■ バス 〔浜松町～東京タワー〕路線
 〔渋谷～東京タワー〕路線    東京タワー前下車すぐ

〒105-0011  東京都港区芝公園3丁目5番8号  機械振興会館201   TEL :03-3432-1671    FAX :03-3438-0308
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